
 

 

 

２０１６年（平成２８年）１０月１日から実施している、 

「藤沢市介護予防・日常生活支援総合事業」に関するテキストです。 

 

介護予防訪問型サービスは、従来の介護予防訪問介護と同等のサービス、 

訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）は、 

従来の介護予防訪問介護の人員基準を一部緩和したサービスです。 

 

内容については、今後変更も予想されますので、 

常に最新情報を入手するよう努めてください。 
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◆令和５年度版◆ 

次に挙げる事項については、令和 3 年度介護報酬改定により新たに定められ、経過措置

により令和 6 年 3 月 31 日までは努力義務とされている事項の概要です。経過措置終了後

は義務化されるため、計画的に取り組んでください。 
 

１ 虐待の発生またはその再発を防止するための措置など 
虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催及び従業者に対する結果の

周知徹底 

（２）虐待の防止のための指針の整備 

（３）従業者等に対する、虐待の防止のための研修の定期的な実施 

（４）上記の措置を適切に実施するための担当者の配置 

その他、運営規程に虐待の防止のための措置に関する事項の掲載も必要となります。 

 

２ 衛生管理等（感染症の予防及びまん延防止のための措置）  

事業所（施設）において感染症（地域密着型特養は食中毒を含む）が発生し、又はまん

延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１）感染症(及び食中毒)の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の開催及び

従業者に対する結果の周知徹底 

（２）感染症（及び食中毒）の予防及びまん延の防止のための指針の整備 

（３）従業者等に対する感染症（及び食中毒）の予防及びまん延の防止のための研修及び訓

練定定期的な実施 

 

３ 業務継続計画の策定等 
感染症や非常災害の発生時における業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じなければならない。 

（１）業務継続計画の策定 

（２）業務継続計画の周知並びに必要な研修及び訓練の定期的な実施 

（３）定期的な業務継続計画の見直しの実施と、必要に応じた業務継続計画の変更 

 

４ 無資格者への認知症介護基礎研修受講義務づけ 

認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現し

ていく観点から、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護サー

ビス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉 関係の資格を有さない者につい

て、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づける。 

 

 
 

知らなかったでは済まされない！ 

早めの着手と、変更内容に応じた所定の手続き 

（変更届の提出等）をお願いします。 
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１．この手引きの使い方  

この運営の手引きは、藤沢市が指定する介護予防訪問型サービス及び訪問型サービス

Ａについて、これらのサービスに特有の内容を中心に、人員基準・運営基準・算定基準に

関わる注意点等を掲載しています。両サービスの基準のうち、訪問介護に準じるものは掲

載を省略している部分もあるので、神奈川県作成の運営の手引き（訪問介護）を適宜参照

してください。 

☞【訪問介護の運営の手引き（神奈川県）】 

介護情報サービスかながわ：ホーム > 書式ライブラリー >  

９．運営状況点検書・運営の手引き > ２．運営の手引き運営の手引き 

https://kaigo.rakuraku.or.jp/search-library/lower-3-3.html?topid=10&id=541 

２．介護予防・日常生活支援総合事業について 

全国一律の基準により提供されていた「介護予防訪問介護」及び「介護予防通所介護」は、

介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）に移行し、市町村が地域の

実情に応じてその内容や費用、基準等を決めることができるようになりました。総合事業は、

市町村が中心となって、既存の指定介護事業所によるサービスだけでなく、ＮＰＯ・ボラン

ティア等の多様な主体によるサービスや介護予防を目的としたサービスの充実により、要支

援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を推進するものです。 

藤沢市では平成２８年１０月１日から総合事業を実施し、指定サービス事業者によって｢介

護予防訪問型サービス｣、｢訪問型サービスＡ｣及び｢介護予防通所型サービス｣が提供されてい

ます。 

サービス種類 

介護予防訪問型サービス 

（従来の介護予防訪問介護相当） 訪問型サービスＡ 

（緩和した基準） 

介護予防訪問型サービスⅠ 介護予防訪問型サービスⅡ 

サービス内容 生活援助＋身体介護 生活援助のみ 生活援助のみ 

従事者 訪問介護員等の有資格者 藤沢市の研修の修了者等 

報酬 

体系 月額包括報酬 回数制 

単価 国基準に準じた単位数 
介護予防訪問型サービスⅠ 

の９割相当 

市が独自に設定する 

単位数 

利用対象者 事業対象者、要支援１・２ 
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３．藤沢市総合事業に関する要綱等  

藤沢市総合事業で提供されるサービス等の基準は、「藤沢市介護予防・日常生活支援総

合事業の第１号事業の人員等に関する基準を定める要綱」等により定められています。 

緩和した基準による訪問型サービスである「訪問型サービスＡ」の基準は、藤沢市の要

綱に規定していますが、基本的に国の基準省令を準用することとし、一部の基準について

国の基準省令から緩和しています。 

 

４．指定事業者制度とサービスの実施方法 

藤沢市総合事業における介護予防訪問型サービス及び訪問型サービスＡは、いずれも藤沢

市の指定を受けた事業者によって提供されます。 

訪問型サービスＡは、介護予防訪問型サービスの指定を受けている藤沢市内の事業者が、

訪問型サービスＡの指定も受けることで、両サービスを一体的に運営・提供するものです。

なお、藤沢市以外の被保険者（住所地特例対象者を除く）に訪問型サービスＡを提供するこ

とや、藤沢市外の事業所が訪問型サービスＡの指定を受けることは想定していません。 

事業所の指定の内容に変更が生じたとき（管理者の変更やサービス提供責任者の増員等）

は、変更届を提出してください。 

☞【第１号事業者指定変更届出書の掲載場所】 

藤沢市役所ホームページ：ホーム > 健康・福祉・子育て > 福祉 > 新総合事業  

> 介護予防・生活支援サービス事業関連 > 介護予防・生活支援サービス事業 指定事業

者の指定等について 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/kaigo-j/sougoujigyou/shitei.html
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５－１．介護予防訪問型サービス（基本方針等） 

介護予防訪問型サービスの事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、要

支援状態の維持若しくは改善を図り、又は要介護状態となることを予防し、自立した

日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわ

たる支援を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生

活機能の維持又は向上を目指すものでなければなりません。 

基準は、介護予防訪問型サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限

度の基準を定めたものであり、介護予防訪問型サービス事業者（以下「事業者」とい

う。）は、常にその事業の運営の向上に努めなければなりません。 

５－２．介護予防訪問型サービス（人員基準） 

  指定訪問介護事業及び介護予防訪問型サービスを、同じ事業所で一体的に運営して

いる場合については、指定訪問介護の人員基準を満たしていれば、各事業の人員基準

を満たしていることとみなされます。 

 

（１）管理者  

管理者は、常勤であり、原則として、専ら介護予防訪問型サービス事業所の職務に

従事する者でなければなりません。 

ただし、介護予防訪問型サービス事業所の管理上支障がない場合は、当該介護予防

訪問型サービス事業所の他の職務（サービス提供責任者、訪問介護員）に従事し、又

は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができます。 

 

（２）サービス提供責任者  

事業者は、常勤の訪問介護員等のうち次の資格要件を満たす者を、利用者の数（※

１）が４０又はその端数を増すごとに１人以上、サービス提供責任者としなければな

りません。必要な員数（※２）については、利用者の数に応じて常勤換算方法による

ことができます。 

・ 介護福祉士 

・ 実務者研修修了者 

・ 介護職員基礎研修課程修了者 

・ その他神奈川県が「訪問介護員の具体的範囲について（Ｐ５１）」において旧

１級課程修了者相当として定める者 
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サービス提供責任者は専従が原則ですが、介護予防訪問型サービスの提供に支障が

ない場合は、同一敷地内にある次の事業所に従事することができます。 

・ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

・ 指定夜間対応型訪問介護事業所 

・ 障害者総合支援法の指定居宅介護、指定重度訪問介護、指定同行援護、指定行

動援護、移動支援のサービス提供責任者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）訪問介護員  

訪問介護員等の合計勤務時間（サービス提供責任者の従事時間を含み、管理者業務

の従事時間は含めない）は、常勤換算方法で２．５人分以上必要です。 

訪問介護員の資格要件は次のとおりです。 

・ 介護福祉士 

・ 実務者研修修了者 

・ 介護職員初任者研修修了者 

・ その他神奈川県の「訪問介護員の具体的範囲について（Ｐ５１）」において規定

された資格・要件等に該当する者 

※生活援助従事者研修の修了者も常勤換算方法で２．５人以上に含めることができま

すが、生活援助のみ従事可能となります。 

５－３．介護予防訪問型サービス（設備基準） 

  事業者は、事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の区画を設けるほか、

介護予防訪問型サービスの提供に必要な設備及び備品等（事務室・相談室・手指洗浄

のための設備・感染症予防に必要な設備）を備えなければなりません。 

指定訪問介護事業及び介護予防訪問型サービスを、同じ事業所で一体的に運営して

いる場合については、指定訪問介護の設備基準を満たしていれば、各事業の設備基準

を満たしていることとみなされます。  

※１ 利用者の数： 

介護予防訪問型サービス及び訪問介護の利用者（同一の事業所で一体的に運営している場

合）の前３月の平均値（暦月ごとの実利用者数を合算し３で除して得た数）です。ただ

し、新規に指定を受ける場合は推定数によります。 

 
※２ 必要な員数： 

常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、かつ、サービス提供責任者の業務に主とし

て従事する者を１人以上配置している事業所において、サービス提供責任者が行う業務が

効率的に行われている場合にあっては、当該事業所に置くべきサービス提供責任者の員数

は、利用者の数が５０又はその端数を増すごとに１人以上とすることができます。 
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５－４．介護予防訪問型サービス（運営基準） 

 

（１）内容及び手続の説明及び同意  

 事業者は、介護予防訪問型サービスの提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申

込者又はその家族に対し、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用

申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記載した文書（重要事項説

明書）を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なけれ

ばなりません。説明・同意・交付を行ったことについては、書面で確認することが望

ましいとされています。書面には署名を得るようにしてください。 

  重要事項説明書に記載すべきと考えられる事項は次のとおりです。また、重要事項

説明書の内容と運営規程の内容は一致していなければなりません。 

・ 法人、事業所の概要 

・ 営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

・ 利用料（※介護予防訪問型サービス費のⅠとⅡでは単位数が異なることに注意） 

・ 従業者の勤務体制 

・ 事故発生時の対応 

・ 苦情処理の体制 

・ 虐待の防止のための措置に関する事項 ※令和６年４月１日から義務化 

・ その他利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項 

 

（２）サービス提供拒否の禁止  

事業者は、正当な理由なく、サービスの提供を拒んではなりません。 

 提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、以下の場合をいいます。 

・ 事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

・ 利用申込者の居住地が事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

・ その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合 

 

（３）サービス提供困難時の対応  

事業者は、サービス提供困難時は、当該利用申込者に係る指定介護予防支援事業者等

への連絡、適当な他のサービス事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなけれ

ばなりません。 

 

 

 

 



   介護予防訪問型サービス 

6 

 

（４）受給資格等の確認  

事業者は、サービスの提供を求められた場合には、その者の提示する被保険者証によ

り、被保険者資格、居宅要支援被保険者等であることの確認及び要支援認定を有している

場合は要支援認定の有効期間を確認します。被保険者証に認定審査会意見が記載されてい

るときは、これに配慮してサービスを提供するように努めなければなりません。 

 

（５）要支援認定の申請等に係る援助  

事業者は、サービスの提供の開始に際して、居宅要支援被保険者等でない利用申込者

については、要支援認定の申請が既に行われているか否かを確認するとともに、当該申請

が行われていない場合には、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに、当該申請につい

ての必要な援助又は基本チェックリストの実施についての必要な援助を行わなければなり

ません。 

また、要支援被保険者である利用者について、指定介護予防支援（これに相当するサー

ビスを含む。）が当該利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と認めると

きは、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要支援認定の有効期

間が終了する３０日前までに行われるよう必要な援助を行わなければなりません。 

 

（６）心身の状況等の把握  

事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者に係る指定介護予防支援事業者又は

介護予防ケアマネジメント事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心

身の状況、置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把

握に努めなければなりません。 

 

（７）指定介護予防支援事業者等との連携  

  事業者は、サービスを提供するに当たっては、指定介護予防支援事業者、介護予防ケ

アマネジメント事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携に努めなければなりません。 

また、サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行

うとともに、当該利用者に係る指定介護予防支援事業者又は介護予防ケアマネジメント事

業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携に努めなければなりません。 
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（８）介護予防サービス計画等に沿ったサービスの提供  

事業者は、介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメントに基づくサービス計

画が作成されている場合には、当該介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランに沿っ

たサービスを提供しなければなりません。 

（９）介護予防サービス計画等の変更の援助  

事業者は、利用者が介護予防サービス計画等の変更を希望する場合には、当該利用者

に係る指定介護予防支援事業者等への連絡その他の必要な援助を行わなければなりません。 

 

（10）身分を証する書類の携行  

事業者は、訪問介護員等に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又は

その家族から求められたときはこれを提示すべき旨を指導しなければなりません。 

 

（11）サービスの提供の記録  

事業者は、サービスを提供したときは、その具体的な内容等を記録しなければなりま

せん。また、利用者から申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報

を利用者に対して提供しなければなりません。 

・ サービス提供日 

・ サービス内容（身体介護・生活援助の区分等） 

・ 第１号事業支給費の額 

・ 利用者の心身の状況その他必要な事項 

 

（12）利用料等の受領  

● 法定代理受領サービスに該当するサービス提供の場合 

利用者から利用料の一部（利用者負担分）として、当該介護予防訪問型サービスに係

る第１号事業支給費基準額から当該介護予防訪問型サービス事業者に支払われる第１

号事業支給費の額を控除した額の支払を受けるものとします。 

● 法定代理受領サービスに該当しないサービス提供の場合（償還払い） 

利用者から支払を受ける利用料の額（１０割額）と、当該介護予防訪問型サービスに

係る第１号事業支給費基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければな

りません。 

● その他の費用 

利用者の選定により、通常の事業の実施地域以外の地域の居宅においてサービスを行

う場合には、それに要した交通費の額の支払を利用者から受けることができます。こ

の場合は、あらかじめ、利用者又はその家族に対して、当該サービスの内容及び費用

について説明を行い、利用者の同意を得る必要があります。 
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（13）第１号事業支給費の請求のための証明書の交付  

事業者は、償還払いの利用料の支払を受けた場合には、提供したサービスの内容、費

用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付

しなければなりません。 

（14）同居家族に対するサービス提供の禁止  

事業者は、訪問介護員等に、その同居の家族に対する介護予防訪問型サービスの提供

をさせてはなりません。 

 

（15）利用者に関する市等への通知  

事業者は、利用者が次のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意見を付してその

旨を市及び保険者市町村に通知しなければなりません。 

・ 正当な理由なく介護予防訪問型サービスの利用に関する指示に従わないことにより、

要支援状態の程度を増進させ、又は要介護状態になったと認められるとき。 

・ 偽りその他不正な行為によって第１号事業支給費を受け、又は受けようとしたとき。 

 

（16）緊急時等の対応  

  訪問介護員等は、サービス提供時に利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合

には、速やかに主治の医師への連絡その他の必要な措置を講じなければなりません。 

 

（17）管理者及びサービス提供責任者の責務  

● 管理者は、従業者及び業務の管理を一元的に行わなければならず、従業者に対し

て運営に関する基準を遵守させるため、必要な指揮命令を行わなければなりませ

ん。 

● サービス提供責任者が行うべきことは次のとおりです。 

① サービスの利用の申込みに係る調整をすること。 

   ・ 介護予防支援事業所等からサービス利用の依頼を受ける。 

   ・ 事業所の空き等、利用可能か確認をする。 

   ・ 介護予防支援事業所等に利用の可否を報告する。 

   ・ 利用に係る契約をする、契約更新をする。  等 

② 利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に確認すること。 

   ・ 事前のアセスメントと定期的なモニタリングにより利用者の状態像を把握し、同

時にサービスに関する利用者の意向等を確認する。 

   ・ 担当の訪問介護員等から利用者の状況を把握し、サービス計画の変更等を検討す

る。  等 
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③ 指定介護予防支援事業者等に対して、利用者の服薬状況や口腔機能等の心身の状態

及び生活の状 況に係る必要な情報を提供すること。情報提供は、サービス担当者

会議等を通じて行うことも差し支えない。提供内容は次のような情報が考えられる。 

・ 薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している。 

・ 薬の服用を拒絶している。 

・ 使い切らないうちに新たに薬が処方されている。 

・ 口臭や口腔内出血がある。 

・ 体重の増減が推測される見た目の変化がある。 

・ 食事量や食事回数に変化がある。 

・ 下痢や便秘が続いている。 

・ 皮膚の乾燥や湿疹等がある。 

・ リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にも関わらず提供されていない。   

                                等 

なお、情報提供する内容については、サービス提供責任者が適切に判断することし、

必要な情報の提供については、あらかじめ、サービス担当者会議等で指定介護予防支

援事業者等と調整しておくことが望ましい。 

④ サービス担当者会議への出席等により、指定介護予防支援事業者等との連携を図るこ

と。 

⑤ 訪問介護員等に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに利用者の状

況に関する情報を伝達すること。 

・ 介護予防サービス計画や介護予防訪問型サービス計画、指示書等を用いて、訪

問介護員等に利用者情報を伝達し、援助内容を支持する。 

⑥ 訪問介護員等の業務の実施状況の把握をすること。 

・ 訪問介護員等からの聞き取りや定期的な訪問、サービス提供記録から、訪問介護

員などが介護予防訪問型サービス計画どおりにサービスを提供しているかを確

認する。 

⑦ 訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。 

   ・ 訪問介護員等の希望や力量に合わせて業務を担当させる。 

⑧ 訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施すること。 

   ・ 訪問介護員等に対して技術指導をするために、業務指導や新任訪問介護員等と

の同行訪問など、研修を行うことが責務として義務付けられている。 

   ・ 効果的に訪問介護員等を育成するために、研修計画を立て、定期的に研修を行

う必要がある。 

   ・ 研修を行った際は記録に残すようにすること。 

・ 生活援助中心型のみに従事することができる生活援助従事者研修修了者であ

って、指定介護予防訪問型サービスに従事したことがない者については、初

回訪問時にサービス提供責任者が同行するなどのOJTを通じて支援を行うこと
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とし、緊急時の対応等についてもあらかじめ当該従業者等に指導しておくこ

ととします。また、指導や研修を行った際は記録に残すようにすることとし

ます。 

・ 生活援助従事者研修修了者は生活援助中心型（介護予防訪問型サービスⅡ）

しか提供できないことを踏まえ、利用者の状況を判断の上、適切な業務管理

を行うこととします。 

⑨ その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。 

 

（18）運営規程  

事業者は、事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（運

営規程）を定めなければなりません。 

・ 事業の目的及び運営の方針 

・ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

・ 営業日及び営業時間 

・ 介護予防訪問型サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

・ 通常の事業の実施地域 

・ 緊急時等における対応方法 

・ 虐待防止のための措置に関する事項 ※令和6年4月1日から義務化 

・ その他運営に関する重要事項 

 

（19）介護等の総合的な提供  

事業者は、入浴、排せつ、食事等の介護又は調理、洗濯、掃除等の家事を常に総合的に

提供するものとし、特定の支援に偏ることがあってはなりません。 

 

（20）勤務体制の確保等  

 ※共通事項テキストも併せて参照してください 

事業者は、利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、事業所ごとに訪問介護員等

の勤務の体制を定め、当該事業所の訪問介護員等によってサービスを提供しなければなり

ません。また、訪問介護員等の資質の向上のため、研修の機会を確保しなければなりませ

ん。 

事業者は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より訪問介護員等の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければなりません。 
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（21） 業務継続計画の策定等  

 ※共通事項テキストも併せて参照してください 

事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継

続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下

「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じな

ければなりません。 

事業者は、訪問介護員等に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に（年1回以上）実施しなければなりません。  

事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとします。 

 

（22）衛生管理等  

 ※共通事項テキストも併せて参照してください 

事業者は、訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなけ

ればなりません。また、事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなけ

ればなりません。 

・ 訪問介護員等に対し健康診断等を実施し、健康状態について把握してください。 

・ 事業所の責務として、訪問介護員等が感染源となることを予防し、また、感染の

危険から守るため、使い捨ての手袋や携帯用手指消毒液等を持参させて（事業者

負担により用意）ください。 

・ アセスメントの内容の把握……担当する利用者の健康状態等を訪問介護員等が把

握 するようにしてください。 

・ 定期的な研修の実施……採用時には必ず感染症対策に係る研修等を実施すること

が重要です。研修を実施した際は、その実施内容について記録を作成してくださ

い。また、衛生マニュアル、健康マニュアルを作成し、訪問介護員等に周知して

ください。 

・ 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措

置を講じなければなりません。 

① 感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置そ

の他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うこと

ができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果

について、訪問介護員等に周知徹底を図ること。 

② 感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備すること。 

③ 訪問介護員等に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定

期的に（年 1回以上）実施すること。 
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（23）掲示  

事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければ

なりません。 

事業者は、前項に規定する運営規程等を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関

係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができます。 

 

（24）秘密保持等  

従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らしてはなりません。 

また、事業者は、過去に従業者であった者についても、正当な理由がなく、その業務

上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置（※）を

講じなければなりません。 

 

 

 

 

 

なお、サービス担当者会議等において、介護予防支援事業者等や他のサービス事業者

に対して利用者に関する情報を提供することが想定されます。このことについて、あ

らかじめ、利用者に説明を行い、文書により利用者から同意を得ておかなければなり

ません。この同意は、サービス提供開始時に個人情報使用同意書をもらう等、利用者

及びその家族から包括的な同意を得ておくことで構いません。 

個人情報保護法については、介護保険事業者の個人情報保護法の遵守に関するガイ

ドラインが厚生労働省から出されています。 ⇒ Ｐ５３「９．個人情報保護につい

て」 

 

（25）広告  

事業者は、事業所について、虚偽又は誇大な内容の広告をしてはなりません。 

 

（26）不当な働きかけの禁止  

事業者は、介護予防サービス計画等の作成又は変更に関し、指定介護予防支援事業者

等又は居宅要支援被保険者等に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよ

う求めることその他の不当な働きかけを行ってはなりません。 

※ 必要な措置： 

従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を従業者の雇用時等

に取り決め、例えば違約金についての定めを置く等の措置を講ずるべきとされていま

す。 
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指定介護予防支援事業者等に対する利益供与に当たらない場合であっても、事業者

が、介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、指定介護予防支援事業者等又は被

保険者に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよう求めることなどの不

当な働きかけを行ってはならないこととしたものです。 

具体的には、例えば、指定介護予防訪問型サービス事業者と指定介護予防支援事業

者等が同一法人等である場合や同一の建物等に所在する場合において、当該利用者の

状況を勘案することなく、自らが提供するサービスを介護予防サービス計画に位置付

けるよう働きかけるような場合が該当します。 

 

（27）指定介護予防支援事業者等に対する利益供与の禁止  

事業者は、指定介護予防支援事業者等又はそれらの従業者に対し、利用者に対して特

定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利

益を供与してはなりません。 

 

（28）苦情処理等  

事業者は、提供したサービスに関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切

に対応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を講じな

ければなりません。また、苦情を受け付けた場合には、その内容等を記録しなければ

なりません。 

 

● 利用者からの苦情に対応するための必要な措置とは 

苦情を受け付けるための窓口を設置することのほか、相談窓口、苦情処理の体制

及び 手順等、事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について

明らかにし、これらを重要事項説明書等に記載するとともに、事業所内に掲示す

ること等です。 

● 利用者からの苦情の申出先 

事業所の苦情受付窓口の他に、市町村又は国保連への申出が想定されます。  

市町村から報告等の求めや検査があった場合は、これに応じ、利用者からの苦情

に関 する調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合には、当該指導

又は助言に従って、必要な改善を行わなければなりません。また、市町村からの

求めがあった場合には、改善の内容を報告する必要があります。 

 

 

 

 



   介護予防訪問型サービス 

14 

 

（29）市が実施する事業への協力  

事業者は、事業の運営に当たっては、提供したサービスに関する利用者からの苦情に

関して市が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力す

るよう努めなければなりません。 

事業者は、介護予防訪問型サービス事業所の所在する建物と同一の建物に居住する

利用者に対してサービスを提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に

対してもサービス提供を行うよう努めなければなりません。 

 

（30）事故発生時の対応  

● 事故を未然に防ぐために 

・ 事故に至らなかったが、介護事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事

例） 及び現状を放置しておくと介護事故に結びつく可能性が高いものについて

事前に情報を収集し、防止策を講じる。 

● 実際に事故が起きたときには 

・ 関係する市町村、家族、介護予防支援事業者等へ連絡を行う等の必要な措置を講

じる。 

・ 事故等の発生又は発見ごとにその状況、背景、処置等を記録するとともに、市町

村報 告に関する様式に従い介護事故等について報告する。 

・ サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償を速やかに行 

う。 

・ 再発防止のための対策を検討する。 

● 事故報告等に関する体制の整備 

・ 事故が起きた場合の連絡先・連絡方法について、事業所で定め、訪問介護員等に

周知する。 

・ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実

が報告され、その分析を通じた改善策を訪問介護員等に周知徹底する体制を整備

する。 

・ 介護事故等について報告するための様式を整備する。 

・ 事業所における損害賠償の方法（保険に加入している場合にはその内容）につい

て 把握しておく。 

・ 少なくとも事業所が所在する市町村では、どのような事故が起きた場合に報告が

必要となるのかを把握しておく。 
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（31）虐待の防止  

 ※共通事項テキストも併せて参照してください 

事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じ

なければなりません。 

① 事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果

について、訪問介護員等に周知徹底を図ること。 

② 事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

③ 事業所において、訪問介護員等に対し虐待の防止のための研修を定期的に（年 1回

以上）実施すること。 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するために担当者を置くこと。 

（32）会計の区分  

事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、サービスの事業の会計とその他の

事業の会計を区分しなければなりません。 

 

（33）記録の整備  

事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備しなければなりません。

また、利用者に対するサービス提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から５年間保存しなければなりません。 

・ 介護予防訪問型サービス計画 

・ 提供したサービスの具体的な内容等の記録 

・ 市等への通知に係る記録 

・ 苦情の内容等の記録 

・ 事故の状況及び当該事故に際して採った処置についての記録 

 

（34）電磁的記録等  

事業者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体物をいう。）で行うことが規定されている又

は想定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこ

とができます。 
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事業者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」と

いう。）のうち、この省令の規定において書面で行うことが規定されている又は想定

されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方

法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法を

いう。）によることができます。  



   介護予防訪問型サービス 

17 

 

５－５．介護予防訪問型サービス（介護予防のための効果的な支援の方法）  

 

（１）基本的取扱方針  

・ 介護予防訪問型サービスは、利用者の介護予防に資するよう、その目標が設定さ

れ、計画的に行われなければなりません。 

・ 事業者は、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図らなけ

ればなりません。 

・ 事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者ができる限り要介護状態とならず

に自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とするものであ

ることを常に意識してサービスの提供に当たらなければなりません。 

・ 事業者は、利用者がその有する能力を最大限に活用することができるような方法に

よるサービスの提供に努めなければなりません。 

・ 事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者との意思疎通を十分に図ることそ

の他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加することができるよう適

切な働きかけに努めなければなりません。 

 

（２）具体的取扱方針  

・ サービスの提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達、サービ

ス担当者会議その他の適切な方法により、利用者の心身の状況、置かれている環

境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行わなければなりません。 

・ サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ、サービ

スの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供

を行う期間等を記載した計画（介護予防訪問型サービス計画）を作成しなければ

なりません。 

・ サービス提供責任者は、既に介護予防サービス計画等が作成されている場合には、

当該介護予防サービス計画等の内容に沿って介護予防訪問型サービス計画を作成

しなければなりません。 

・ サービス提供責任者は、介護予防訪問型サービス計画の作成に当たっては、その

内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければな

りません。 

・ サービス提供責任者は、介護予防訪問型サービス計画を作成したときは、当該介

護予防訪問型サービス計画を利用者に交付しなければなりません。 

・ サービスの提供に当たっては、介護予防訪問型サービス計画に基づき、利用者が

日常生活を営むために必要な支援を行わなければなりません。 
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・ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家

族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなけ

ればなりません。 

・ サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもっ

てこれを行わなければなりません。 

・ サービス提供責任者は、介護予防訪問型サービス計画に基づくサービスの提供を

開始した時から、当該介護予防訪問型サービス計画に係る利用者の状態、当該利

用者に対するサービスの提供状況等について、当該サービスの提供に係る介護予

防サービス計画等を作成した指定介護予防支援事業者等に、毎月１回以上報告す

るとともに、当該介護予防訪問型サービス計画に記載したサービスの提供を行う

期間の終了までに、当該介護予防訪問型サービス計画の実施状況の把握（以下

「モニタリング」という。）を、１回以上行わなければなりません。 

・ サービス提供責任者は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該サービス

の提供に係る介護予防サービス計画等を作成した指定介護予防支援事業者等に報

告しなければなりません。 

・ サービス提供責任者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防訪

問型サービス計画の変更を行わなければなりません。 

   ⇒Ｐ５４「１０．アセスメント・計画（介護予防訪問型サービス計画／訪問型サー

ビスＡ計画）の作成・モニタリング」 

 

（３）介護予防訪問型サービスの提供に当たっての留意点  

・ サービスの提供に当たっては、指定介護予防支援又は介護予防ケアマネジメント

におけるアセスメントにおいて把握された課題、介護予防訪問型サービスの提供

による当該課題に係る改善状況等を踏まえつつ、効率的かつ柔軟なサービスの提

供に努めてください。 

・ 自立支援の観点から、利用者が可能な限り自ら家事等を行うことができるよう配

慮するとともに、利用者の家族による支援、地域の住民による自主的な取組等に

よる支援及び他の福祉サービスの利用の可能性について考慮してください。 
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５－６．介護予防訪問型サービス（介護報酬請求上の注意点）  

 

（１）介護予防訪問型サービス事業費の報酬体系（Ａ２コード）  

 

加算・減算の種類 単位数 地域単価 

初回加算 200 単位 

10.84 円 

生活機能向上連携加算 
Ⅰ 100 単位 

Ⅱ 200 単位 

介護職員処遇改善加算 

Ⅰ 所定単位数の 137/1000 加算 

Ⅱ 所定単位数の 100/1000 加算 

Ⅲ 所定単位数の 55/1000 加算 

介護職員等特定処遇改善加算 
Ⅰ 所定単位数の 63/1000 加算 

Ⅱ 所定単位数の 42/1000 加算 

介護職員等ベースアップ等支援加算 所定単位数の 24/1000 加算 

同一建物減算 所定単位数の 10％減算 

特別地域加算 所定単位数の 15％加算 

中山間地域等における小規模事業所加算 所定単位数の 10％加算 

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 所定単位数の 5％加算 

 

・ 介護予防訪問型サービス事業費を算定できるサービス行為については、訪問介護に準じ

ますが、介護予防訪問型サービスでは、従来の介護予防訪問介護と同様に通院等乗降介

助は利用できません。 

 ⇒Ｐ５５ 老計第１０号 訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について 

⇒Ｐ６０ 訪問介護費を算定できるサービス行為について 

 

 

介護予防訪問型サービス事業費 
利用対象 

単位数 

１月につき 

単位数 

１日につき 

地域 

単価 区分 内容 回数 

Ⅰ 

身体介護 

  + 

生活援助 

Ⅰ-１（週１回程度） 事業対象者 

要支援１・２ 

1,176 単位 39 単位 

10.84 円 

Ⅰ-２（週２回程度） 2,349 単位 77 単位 

Ⅰ-３ 要支援２ 3,727 単位 123 単位 

Ⅱ 
生活援助

のみ 

Ⅱ-１（週１回程度） 事業対象者 

要支援１・２ 

1,058 単位 35 単位 

Ⅱ-２（週２回程度） 2,114 単位 69 単位 

Ⅱ-３ 要支援２ 3,354 単位 111 単位 
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・ 支給区分（１週間あたりのサービス回数） 

あらかじめ、指定介護予防支援事業者等による適切なアセスメントにより作成された

介護予防サービス計画等において、サービス担当者会議等によって得られた専門的見

地からの意見等を勘案して、標準的に想定される１週あたりのサービス提供頻度に基

づき各区分を位置付けます。なお、週２回程度を超える利用ができるのは、要支援２

の利用者のみです。 

 

・ 支給区分（介護予防訪問型サービスⅠとⅡ） 

あらかじめ、指定介護予防支援事業者等による適切なアセスメントにより作成された介

護予防サービス計画等において、身体介護を含んだサービスを位置付けられていた場合

であって、利用者の心身状況等の事情により、１月を通して生活援助のみのサービス提

供となった場合は、介護予防訪問型サービスⅡで請求を行います。 

 

・ １回当たりのサービス提供時間 

介護予防訪問型サービス計画には、介護予防サービス計画等において設定された生

活機能向上にかかる目標の達成状況に応じて、必要な程度の量を位置付けます。 

 

・ サービス提供回数の変更とそれに伴う支給区分の変更 

当初は週２回程度の利用として算定していたが、月途中で状況が変化して週１回程度

のサービス提供となったというような場合は、サービス提供については状況変化に応

じて提供回数を適宜変更してください。報酬区分については、定額報酬の性格上、月

途中で変更する必要はありません。なお、状況の変化が著しい場合には、翌月から報

酬区分の変更の検討もありえます。 

 

・ 利用者と契約して介護予防訪問型サービス計画を作成していたとしても、月を通し

て実際のサービス提供が全くなかった月には報酬請求は行えません。月途中の利用

開始等により日割りで報酬請求を行う場合については、次の項（定額制）を確認し

てください。 
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（２）定額制  

介護予防訪問型サービスの報酬は、月額包括報酬が原則ですが、利用者との契約開

始又は契約解除については、契約日又は契約解除日を起算日として日割りでの算定と

なります。 

ただし、契約月内にサービス
．．．．

の提供が無かった場合
．．．．．．．．．．

は、当該月については報酬を算

定することができません。 

 

 月途中の事由（日割り請求となる事由） 起算日（※２） 

開 

始 

・区分変更（要支援１⇔要支援２） 

・区分変更（事業対象者→要支援） 
変更日 

・区分変更（要介護→要支援） 

・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１） 

・事業開始（指定有効期間開始） 

・事業所指定効力停止の解除 

契約日 

・利用者との契約開始 契約日 

・介護予防特定施設入居者生活介護または介護予防認知症対応型共同

生活介護の退居（※１） 
退去日の翌日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除（※１） 契約解除の翌日 

・介護予防短期入所生活（療養）介護の退所（※１） 退居日の翌日 

・公費適用の有効期間開始 開始日 

・生保単独から生保併用へ変更（６５歳到達後被保険者資格を取得し

た場合） 
資格取得日 

終 

了 

・区分変更（要支援１⇔要支援２） 

・区分変更（事業対象者→要支援） 
変更日 

・区分変更（事業対象者→要介護） 

・区分変更（要支援→要介護） 

・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１） 

・事業廃止（指定有効期間満了） 

・事業所指定効力停止の開始 

契約解除日 

廃止・満了日 

開始日 

・利用者との契約解除 契約解除日 

・介護予防特定施設入居者生活介護または介護予防認知症対応型共同

生活介護の入居（※１） 
入居日の前日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開始（※１） 

サービス提供日（通い、

訪問または宿泊）の前

日 

・介護予防短期入所生活（療養）介護の入所（※１） 入所日の前日 

・公費適用の有効期間終了 終了日 

※１ ただし、利用者が月の途中で他の保険者に転出する場合を除きます。月の途中で、利用者が他の

保険者に転出する場合は、それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能とします。 
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※２ 終了の起算日は、引き続き月途中からの開始事由がある場合についてはその前日となります。 

 

（３）他のサービスとの関係    

利用者が次のサービス（介護予防給付）を受けている間は、第 1号訪問事業費は算定

できません。 

・介護予防特定施設入居者生活介護 

・介護予防小規模多機能居宅介護 

・介護予防認知症対応型共同生活介護 

・介護予防短期入所生活介護 

・介護予防短期入所療養介護 
 

＜介護予防訪問型サービスと訪問型サービスＡの算定の関係＞ 

月を通して介護予防訪問型サービスと訪問型サービスＡを併用することはできませ

ん。月途中で介護予防訪問型サービスと訪問型サービスＡを切り替える場合は、同月

内で２つのサービスを利用することができます。この場合は、介護予防訪問型サービ

スについては日割り計算を行い、両サービスの合計単位数が「介護予防訪問型サービ

ス（一月につき）」における単位数を超えない範囲での利用となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）加算・減算  

 

●初回加算 ２００単位  

新規に介護予防訪問型サービス計画を作成した利用者に対して、初回もしくは初回に実

施した介護予防訪問型サービスと同月内に、サービス提供責任者が、自ら介護予防訪問型

サービスを行う場合又は他の訪問介護員等が介護予防訪問型サービスを行う際に同行訪問

した場合に、１月につき所定単位数を加算します。 

・ 利用者が過去２か月（暦月）の間に当該事業所から介護予防訪問型サービスの提供

を受けていない場合に算定します（指定訪問介護の利用実績は問いません）。 

・ サービス提供責任者が訪問介護に同行した場合には、同行訪問した旨を記録する

必要があります。 

【例】 

 訪問型サービスＡを利用していたが、月途中の状態悪化等によって訪問介護員による身

体介護・生活援助の必要性が生じたため、月途中で訪問型サービスＡの利用を中止（契約

解除）した後、同月内に週２回程度の介護予防訪問型サービス（身体介護あり）の契約を

して利用を開始した。この月の訪問型サービスＡ事業費と介護予防訪問型サービス（日

割）の合計単位数上限は、介護予防訪問型サービスⅠ－２の月額包括報酬の単位数と同じ

２,３４２単位までとなる。 
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・ サービス提供責任者が同行訪問した場合においては、当該サービス提供責任者は

介護予防訪問型サービスに要する時間を通じて滞在することは必ずしも必要では

なく、利用者の状況等を確認した上で途中で現場を離れた場合であっても算定可

能です。 

●生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位  

理学療法士等（※２）が自宅を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状

況について適切に把握した上でサービス提供責任者に助言を行い、サービス提供責任

者が、助言に基づき介護予防訪問型サービス計画を作成（変更）するとともに、計画

作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告する

ことを定期的に実施した場合に、１月につき所定単位を加算します。 

（１）生活機能の向上を目的とした介護予防訪問型サービス計画の要件 

介護予防訪問型サービス計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に

掲げるその他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなけ

ればなりません。 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の達成目標について 

（１）の②及び③の達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介

護支援 専門員等の意見も踏まえて策定しなければなりません。また、利用者自身

が目標の達成度合いを客観視でき、利用者の意欲向上につながるよう、可能な限り

具体的かつ客観的な指標を用いて作成しなければなりません。 

事例としては、当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要

となる基本的な動作の時間数等の数値を用いる等が考えられます。 

 

（３）理学療法士等からの助言について 

介護予防訪問型サービス計画の作成に当たっては、指定介護予防訪問リハビリテ

ーション事業所、指定介護予防通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設（※１）の理学療法士等（※２）は、当該利用者

のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定介護予防訪問リハビリテーショ

ン事業所、指定介護予防通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを

実施している医療提供施設の場において把握し、又は、事業所のサービス提供責任

①利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

②生活機能アセスメントの結果に基づき、①に基づき、定めた３月を目途とする達成目標 

③②の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

④②及び③の目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 
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者と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該事業

所のサービス提供責任者に助言を行うこと。 

なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士

等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができ

るよう、理学療法士等とサービス提供責任者で事前に方法等を調整する必要がある。 

 

 

（４）助言内容の介護予防訪問型サービス計画への記載について 

当該事業所のサービス提供責任者は、（３）の助言に基づき、生活機能アセスメ

ントを行った上で、介護予防訪問型サービス計画の作成を行うこと。なお、介護予

防訪問型サービス計画には、（３）の助言の内容を記載すること。 

 

（５）加算算定の期間等について 

本加算は、介護予防訪問型サービス計画に基づきサービスを提供した初回の月に

限り、算定されるものである。なお、（３）の助言に基づき介護予防訪問型サービ

ス計画を見直した場合には、本加算を算定することは可能であるが、利用者の急性

増悪等により介護予防訪問型サービス計画を見直した場合を除き、介護予防訪問型

サービス計画に基づき指定介護予防訪問型サービスを提供した翌月及び翌々月は本

加算を算定しない。 

 

（６）加算算定期間中の注意点 

計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に

報告すること。なお、再度（３）の助言に基づき介護予防訪問型サービス計画を見

直した場合には、本加算の算定が可能である。 

 

●生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位  

利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所、指定介護予防通所

リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提携施設（※

１）の理学療法士等（※２）が当該利用者の居宅を訪問する際にサービス提供責任者

が同行する又は当該理学療法士等及びサービス提供責任者が利用者の居宅を訪問した

後に共同してカンファレンス（サービス担当者会議として開催されるものを除く。）

を行う等により、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況につき、理

学療法士等とサービス提供責任者が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価

（＝生活機能アセスメント）を行なわなければなりません。 

その上で、生活機能の向上を目的とした介護予防訪問型サービス計画を作成した場

合であって、当該理学療法士等と連携し、当該介護予防訪問型サービス計画に基づく
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サービスを行ったときに、当該サービスが初回に行われた日の属する月以降３月の間、

１月につき所定単位を加算します。 

 

（１）生活機能の向上を目的とした介護予防訪問型サービス計画の要件 

介護予防訪問型サービス計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲

げるその他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければ

なりません。 

① 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

② 生活機能アセスメントの結果に基づき、①の内容について定めた３月を目途と

する達成目標 

③ ②の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

④ ②及び③の目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

 

（２）計画の達成目標について 

（１）の②及び③の達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介

護支援専門員等の意見も踏まえて策定しなければなりません。また、利用者自身が

目標の達成度合いを客観視でき、利用者の意欲向上につながるよう、可能な限り具

体的かつ客観的な指標を用いて作成しなければなりません。 

事例としては、当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要

となる基本的な動作の時間数等の数値を用いる等が考えられます。 

 

（３）加算算定の期間等について 

本加算は、生活機能アセスメントに基づき、生活機能向上を目的とした介護予防

訪 問型サービス計画に基づき提供された、初回のサービス提供日が属する月以降

３月を限度に算定が可能です。 

ただし、３月を超えて算定しようとする場合は、再度生活機能アセスメントに基

づき介護予防訪問型サービス計画を見直す必要があります。 

なお、当該３月の間に指定介護予防訪問リハビリテーション又は指定介護予防通

所リハビリテーション等の提供が終了した場合であっても、３月の間は本加算の算

定が可能です。 

 

（４）加算算定期間中の注意点 

本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いを利用者及び指定介

護予防訪問リハビリテーション、指定介護予防通所リハビリテーション又はリハビ

リテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等に報告し、必要に応じて

利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を得た上で、利用者のＡ
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ＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及び（１）の②の達成状況を踏まえた適切な対応を行

わなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●介護職員処遇改善加算  

 （※要届出、区分支給限度額の算定対象外） 

次の要件をそれぞれ満たし、介護職員の賃金の改善等を実施している介護予防訪問

型サービス事業所が、利用者に対して介護予防訪問型サービスを行った場合に、令和

６年３月３１日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算します。 

 

 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数に１３７/１０００を乗じた単位数で算定 

 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数に１００/１０００を乗じた単位数で算定 

 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位数に ５５/１０００を乗じた単位数で算定 

 

 

１ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 

(１)〔賃金改善の実施〕介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改

善」という。）に要する費用の見込み額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主

負担の増加分を含むことができる。以下同じ。）が、介護職員処遇改善加算の算

定見込み額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措

置を講じていること。 

 

(２)〔処遇改善加算計画書〕当該事業所において、(1)の賃金改善に関する計画並びに

当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記

載した介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、市町村長に

届け出ていること。  

 

※１ 医療提携施設: 

病院にあっては、認可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とし

て半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。 

※２ 理学療法士等: 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師のいずれか。 
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(３)〔特別事情届出書〕介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す

ること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続

をはかるために介護職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直

すことはやむを得ないが、その内容について市町村長に届け出ること。 

 

(４)〔実績報告〕事業年度毎に介護職員の処遇改善に関する実績を市町村長に報告す

ること。  

 

(５)算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、

最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、

罰金以上の刑に処せられていないこと。 

 

(６)当該事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていること。 

 

(７)次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

①〔キャリアパス要件Ⅰ〕 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関

するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

②〔キャリアパス要件Ⅱ〕 

ａ  介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実

施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ  ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

③〔キャリアパス要件Ⅲ〕 

ａ 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づ

き定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

 

(８)〔職場環境等要件〕（2）の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改

善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改善に要す

る費用の見込額を全ての職員に周知していること。 

 

２ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）  

１(１)から(６)まで、(７)①から②まで及び(８)に掲げる基準のいずれにも適合す

ること。 
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３ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること 

(１) １(１)から(６)まで及び（８）に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(２) １(７)に掲げる基準①②のいずれかに適合すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●介護職員等特定処遇改善加算  

（※要届出、区分支給限度額の算定対象外） 

次の要件をそれぞれ満たし、介護職員の賃金の改善等を実施している介護予防訪問型

サービス事業所が、利用者に対して介護予防訪問型サービスを行った場合に、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算します。 

① 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数に６３/１０００を乗じた単位数で算定 

② 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数に４２/１０００を乗じた単位数で算定 

 

１ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１)〔賃金改善の実施〕介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準

のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等特定処

遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基

づき適切な措置を講じていること。 

 

①賃金改善の対象となるグループ 

ａ 【経験・技能のある介護職員】 

介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職員と認められる者をいう。具体的

には、介護福祉士の資格を有するとともに、所属する法人等における勤続年数１０

年以上の介護職員を基本としつつ、他の法人における経験や、当該職員の業務や技

能等を踏まえ、各事業所の裁量で設定すること。 

ｂ 【他の介護職員】 

      経験・技能のある介護職員を除く介護職員をいう。 

ｃ 【その他の職種】 
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介護職員以外の職員をいう。 

②配分方法 

a 「経験・技能のある介護職員」のうち１人以上は、賃金改善に要する費用の見込額が

月額平均８万円以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。

ただし、介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由に

より、当該賃金改善が困難である場合はこの限りでない。 

ｂ 「経験・技能のある介護職員」の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、「他の介

護職員」の賃金改善に要する費用の見込額の平均と比較し高いこと。 

ｃ 「他の介護職員」の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、「その他の職種」の賃

金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であること。ただし、「その他の職種」

の平均賃金額が「他の介護職員」の平均賃金額を上回らない場合はその限りでないこ

と。 

ｄ 「その他の職種」の賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円を上回らないこと。 

 

(２)〔特定処遇改善加算計画書〕当該事業所において、賃金改善に関する計画、当該

計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等

を記載した介護職員等特定処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、市町

村長に届け出ていること。 

 
(３)〔特別事情届出書〕介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を

実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業

の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除

く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について市町村長に届け出るこ

と。 

 
(４)〔実績報告〕事業年度毎に事業所職員の処遇改善に関する実績を市町村長に報告

すること。 

 
(５)〔介護福祉士の配置等要件〕併設の指定訪問介護事業所において、特定事業所加

算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を届け出ていること。 

 
(６)〔処遇改善加算要件〕介護職員処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅲ)のいずれかを算定してい

ること。 

 
(７)〔職場環境等要件〕（２）の届出に係る計画の期間中に実施する処遇改善の内容

（賃金改善に関するものを除く。以下この号において同じ。）及び当該職員の処

遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。 

 

(８)〔見える化要件〕(７)の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その    

他の適切な方法により公表していること。 
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２ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)  

１(１)から(４)まで及び(６)から(８)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 

・ 特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住す

る者へのサービス提供加算、介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善

加算については、支給限度基準額の対象となりません。 

・ （※）印の加算・減算について報酬算定の状況に変更が生じる（加算・減算の開

始・取下）場合は、「藤沢市介護予防・日常生活支援総合事業 第１号事業支給費算

定に関する届出書」を提出してください。なお、同一建物減算・中山間地域に居住す

る者へのサービス提供加算・初回加算・生活機能向上連携加算については、届出は不

要です。 

 

●介護職員等ベースアップ等支援加算  ※区分支給限度基準額の算定対象外 

  別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施し

ているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指

定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

 

 介護職員等ベースアップ等支援加算 所定単位数に２４/１０００を乗じた単位数で算定 

 

イ 介護職員その他の職員の賃金改善について、賃金改善に要する費用の見込額が介

護職員等ベースアップ等支援加算の算定見込額を上回り、かつ、介護職員及びそ

の他の職員のそれぞれについて賃金改善に要する費用の見込額の三分の二以上を

基本給又は決まって毎月支払われる手当に充てる賃金改善に関する計画を策定し、

当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

 

ロ 賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業

所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等ベースアップ等支援計画書を

作成し、全ての職員に周知し、市町村長に届け出ていること。 

 

ハ 介護職員等ベースアップ等支援加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。

ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るた

めに当該事業所の職員の賃金水準(本加算による賃金改善分を除く。)を見直すこ

とはやむを得ないが、その内容について市町村長に届け出ること。 

 



   介護予防訪問型サービス 

31 

 

ニ 事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を市町村長に報告する

こと。 

 

ホ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。 

 

ヘ ロの届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善に要する費用の見込額を

全ての職員に周知していること。 

 

 

介護職員処遇改善加算等の内容については、「介護職員処遇改善加算、介護職員等

特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算に関する基本的考え方並び

に事務処理手順及び様式例の提示について（令和５年３月１日老発 0301 第２号）」

（介護保険最新情報 vol.1133）を参照してください。 
 

 

 

 

 

 

 

●同一建物等居住者にサービス提供する場合の減算（△１０％）  

（訪問介護の１５％減算の創設・区分支給限度基準額の対象外化については、介護予防訪

問型サービスには適用しません。） 

次のいずれかに該当する利用者については、所定単位数の１００分の９０に相当する単

位数を算定します。 

・ 事業所と同一敷地内若しくは隣接する敷地内の建物もしくは事業所と同一の建物に

居住する利用者 

・ 上記以外の範囲に所在する建物であって、当該建物に居住する利用者の人数が１月

あたり２０人以上であるものに居住する利用者 

 

●特別地域加算（※要届出）（１５％）  

厚生労働大臣が定める地域に所在する介護予防訪問型サービス事業所又はその一部

として使用される事務所の訪問介護員等が介護予防訪問型サービスを行った場合は、

１月につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算します。 

 

●中山間地域等における小規模事業所加算（※要届出）（１０％）  

厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、１月あたりのべ訪問回数が２００回以

下である介護予防訪問型サービス事業所の訪問介護員等が介護予防訪問型サービスを
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行った場合は、１月につき所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位

数に加算します。 

 

●中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算（５％）  

厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域

を越えて、介護予防訪問型サービスを行った場合は、１月につき所定単位数の１００

分の５に相当する単位数を所定単位数に加算します。 

 

☞【藤沢市介護予防・日常生活支援総合事業 第１号事業支給費算定に関する届出書の掲載場所】 

藤沢市役所ホームページ：ホーム > 健康・福祉・子育て > 福祉 > 新総合事業  

> 介護予防・生活支援サービス事業関連 > 介護予防・生活支援サービス事業 指定

事業者の指定等について 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/kaigo-j/sougoujigyou/shitei.html 
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６－１．訪問型サービスＡとは 

 

（１）訪問型サービスＡ創設の背景   

  訪問型サービスＡは、従来の指定介護予防訪問介護の基準（人員・設備・運営）から人

員に関する基準について緩和したサービス類型で、訪問介護員の資格を持っていない方で

も、藤沢市が実施する「藤沢市介護スタッフ研修（平成２９年度までは「藤沢市訪問型サ

ービスＡヘルパー養成研修」として実施）」の課程を修了すれば、生活援助（掃除・洗

濯・一般的な調理等）に限りサービスを提供することができるようにしたものです。身体

介護（入浴・排せつ・食事の介護等）は行いません。 

 

総合事業の開始により、要支援認定を受けている方の他に、基本チェックリストを

実施して事業対象に該当した方も総合事業のサービスを利用できるようになったため、

これまで以上に介護予防訪問型サービスや訪問型サービスＡといったホームヘルプサ

ービスが求められ、従事する方の重要性が高まっています。 

加えて、今後の高齢者数の増加に伴い、介護予防訪問型サービスを必要とする方の

数も増加していくことが見込まれる状況の中で、事業対象者（もしくは比較的軽度な

要支援者）に対する生活援助については、藤沢市が実施する研修課程の修了者による訪

問型サービスＡの提供を行い、訪問介護員の資格を持っている方は、有資格者のみが

行える身体介護業務に比重をシフトしながら、有資格者の専門性を活かして新たな担

い手の育成に力を発揮していただくことが必要になります。 

また、訪問型サービスＡは、総合事業における多様な担い手によるサービス提供の

ひとつとして、介護人材のすそ野を広げ、高齢者の生活を支えるための地域づくりを

進める重要な事業です。元気な高齢者の方や子育て世代の方、学生の方等が地域の一

員として社会参加する場としての側面も持つもので、藤沢市で支え合いの地域社会を

構築していくためのなくてはならないものとなります。 

 

 

 

                                            

画像出典： 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 

株式会社 

「介護予防・日常生活支援総合事業への 

移行のためのポイント解説（概要

版）」 
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（２）訪問型サービスＡの利用対象者   

 このサービスの利用対象となる方は、基本チェックリストによって事業対象となった方

（事業対象者）を中心に、比較的軽度の要支援者を想定しています。 

 

（３）訪問型サービスＡのサービス内容   

  訪問介護における生活援助の範囲内で行います。具体的には、介護予防訪問型サービス

として１回の訪問で訪問介護員（介護職員初任者研修課程修了者等）が行う生活援助の内

容（平均３～４項目）のうち、訪問型サービスＡでは１～２項目の生活援助の内容を行う

ことを想定しています。 

 

● 具体的な利用者像 

・ 日常の掃除機を利用した掃除は自分でできるけれど、しゃがみながら行うような水

回りの掃除をすることができない方。 

・ 前かがみになると目まい（例えば、小脳梗塞等による）等あるため、掃除が思うよ

うにできない方。 

・ 洗濯機を使用して洗濯まではできるが、洗濯物干しができない方。 

・ 固い物を切って、茹でて冷凍しておけば、それを使ってご自身で仕上げの調理はで

きる方。 

・ 買い物はできるが、体力的に物を運べないため買うことができない方。 

・ 団地の高層階でエレベーターがなく、膝や腰の痛みがあり、階段の上り下りに不安

があり、買い物が困難な方。 

・ 日常のゴミをまとめることはできるが、運べないためゴミを出すことが難しい方。 

 

● ケアマネジメント（介護予防支援・介護予防ケアマネジメント）によるサービス利用 

訪問型サービスＡは「なんでもしてあげる」サービスではなく、介護予防支援事業

者等が作成するケアプランに基づき、利用者が自立（自律）したその人らしい生活を

送るために、日常生活上必要となる内容について、支援を行うことにより、利用者の

日常生活の維持・向上を目的として行うものです。ケアプランはケアチームで話し合

い、他の職種と議論を重ねながら、介護のひとつひとつを吟味して作成するものです

ので、従業者はただ利用者が求めるとおりに対応するのではなく、利用者の生活環境

が整っていくことにより利用者自身の自立度が増し、結果として支援の力を得ずとも

生活を維持・継続していくことができるようになることを目指します。 

※訪問型サービスＡは、生活援助のみの介護予防訪問型サービス利用者を、一律に訪

問型サービスＡの利用者へ移行させていくものではありません。 
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６－２．訪問型サービスＡ（基本方針） 

訪問型サービスＡの事業は、その利用者がその居宅において引き続き現状の日常生活を

営むことができるよう、食事の調理、洗濯、掃除、買い物代行その他の生活全般にわたる

支援（身体介護を除く。）を行うことにより、利用者の生活機能の維持又は向上を目指す

ものでなければなりません。 

６－３．訪問型サービスＡ（人員基準） 

 

（１）介護スタッフ研修・訪問型サービスＡヘルパー養成研修  

訪問型サービスＡのヘルパー就労資格を取得するための研修会として、例年、５日間の

研修期間を設けて開催しております。詳細は高齢者支援課へお問い合わせください。

（0466-50-3523） 

 

（２）職種ごとの配置基準の比較（介護予防訪問型サービスと訪問型サービスＡ）  

※表中の「○○条」は「藤沢市介護予防・日常生活支援総合事業の第１号事業の人員

等に関する基準を定める要綱」の条文です。 

介護予防訪問型サービス 訪問型サービスＡ 

●管理者 

常勤・専従。 

管理上支障がない場合は、介護予防訪問

型サービス事業所の他の職務（サービス提

供責任者、訪問介護員）又は同一敷地内の

他の事業所との兼務可。 

 

〈指定基準第５条〉 

介護予防訪問型サービス事業者は、介

護予防訪問型サービス事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、介護予防訪

問型サービス事業所の管理上支障がない

場合は、当該介護予防訪問型サービス事

業所の他の職務に従事し、又は同一敷地

内にある他の事業所、施設等の職務に従

事することができるものとする。 

 

●管理者 

管理上支障がない場合は、訪問型サービ

スＡ事業所の他の職務（サービスＡ責任

者、従事者）又は同一敷地内の他の事業所

との兼務可。 

 

 

〈指定基準第４２条〉 

訪問型サービスＡ事業者は、訪問型サ

ービスＡ事業所ごとに管理者を置かなけ

ればならない。この場合において、訪問

型サービスＡ事業所の管理上支障がない

場合は、当該訪問型サービスＡ事業所の

他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務に従事する

ことができるものとする。 
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●サービス提供責任者 

常勤の訪問介護員等のうち、利用者４０

人に１人以上（一部非常勤可）。 

  

資格要件 

介護福祉士、実務者研修修了者、介護

職員基礎研修課程修了者等 

 

 

 

〈指定基準第４条第２～６項〉 

２ 介護予防訪問型サービス事業者は、介

護予防訪問型サービス事業所ごとに、常

勤の訪問介護員等のうち、利用者（当該

介護予防訪問型サービス事業者が指定訪

問介護事業者の指定を併せて受け、か

つ、介護予防訪問型サービスの事業と指

定訪問介護（指定居宅サービス等基準第

４条に規定する指定訪問介護をいう。以

下同じ。）の事業とが同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合にあっ

ては、当該事業所における介護予防訪問

型サービス及び指定訪問介護の利用者。

以下この条において同じ。）の数が４０

又はその端数を増すごとに１人以上の者

をサービス提供責任者としなければなら

ない。この場合において、当該サービス

提供責任者の員数については、利用者の

数に応じて常勤換算方法によることがで

きる。 

３ 前項の利用者の数は、前３月の平均値

とする。ただし、新規に指定を受ける場

合は、推定数による。 

４ 第２項のサービス提供責任者は、厚生

労働大臣が定めるサービス提供責任者

（平成２４年厚生労働省告示第１１８

号）で定める規定に相当する者であっ

て、専ら介護予防訪問型サービスに従事

●サービスＡ責任者 

従事者のうち、利用者４人に常勤換算

０．１人以上。利用者がいない場合は置

かないことができる。 

資格要件 

サービス提供責任者（左記参照）、介

護 職員初任者研修修了者（実務経験

２年以上）、旧ヘルパー２級課程修了

者（実務経験２年以上） 

 

〈指定基準第４１条第２～６項〉 

２ 訪問型サービスＡ事業者は、訪問型サ

ービスＡ事業所ごとに、従事者のうち、

訪問型サービスＡの利用者の数が４人又

はその端数を増すごとに常勤換算方法で

０.１人以上の者をサービスＡ責任者と

しなければならない。ただし、訪問型サ

ービスＡの事業と指定訪問介護又は介護

予防訪問型サービスの事業とが同一の事

業所において一体的に運営されている場

合について、指定訪問介護又は介護予防

訪問型サービスの利用者の数に応じたサ

ービス提供責任者の配置に、常勤換算方

法上の余剰がある場合は、その余剰の範

囲を限度として、当該サービス提供責任

者をもってサービスＡ責任者とすること

ができる。 

 

 

 

３ 前項の利用者の数は、前３月の平均値

とする。ただし、新規に指定を受ける場

合は、推定数による。 

４ 第２項のサービスＡ責任者は次に掲げ

る者とする。 

（１）指定居宅サービスに要する費用の額

の算定に関する基準等の一部を改正す

る告示（平成３０年厚生労働省告示第
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するものをもって充てなければならな

い。ただし、利用者に対する介護予防訪

問型サービスの提供に支障がない場合

は、同一敷地内にある指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所(指定地域

密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成１８年厚生労働

省令第３４号。以下「地域密着型サービ

ス基準」という。）第３条の４第１項に

規定する指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所をいう。)又は指定夜間

対応型訪問介護事業所(地域密着型サー

ビス基準第６条第１項に規定する指定夜

間対応型訪問介護事業所をいう。)に従

事することができる。 

５ 第２項の規定にかかわらず、常勤のサ

ービス提供責任者を３人以上配置し、か

つ、サービス提供責任者の業務に主とし

て従事する者を１人以上配置している介

護予防訪問型サービス事業所において、

サービス提供責任者が行う業務が効率的

に行われている場合にあっては、当該介

護予防訪問型サービス事業所に置くべき

サービス提供責任者の員数は、利用者の

数が５０又はその端数を増すごとに１人

以上とすることができる。 

６ 介護予防訪問型サービス事業者が第２

項に規定する指定訪問介護事業者の指定

を併せて受け、かつ、介護予防訪問型サ

ービスの事業と当該指定訪問介護の事業

とが同一の事業所において一体的に運営

されている場合については、当該指定訪

問介護の事業の人員に関する基準を満た

すことをもって、前各項に規定する基準

を満たしているものとみなすことができ

る。 

 

 

７８号）による改正前の厚生労働大臣

が定めるサービス提供責任者（平成２

４年厚生労働省告示第１１８号）各号

に掲げる者。 

（２）２年以上かつ３６０日以上介護等の

業務に従事した者であって、かつ、省

令第２２条の２３第１項に規定する介

護職員初任者研修課程又は訪問介護に

関する２級課程を修了した者 

 

 

 

 

 

 

５ 前項までの規定にかかわらず、訪問型

サービスＡの利用者がいない場合は、従

事者及びサービスＡ責任者を置かないこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

６ 訪問型サービスＡ事業者は、全ての

訪問型サービスＡ事業所の従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支

援専門員、法第８条第２項に規定する

政令で定める者等の資格を有するもの

その他これに類するもの除く。）に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講じな

ければならない。 
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●訪問介護員等 

常勤換算２．５以上。 

 

資格要件 

介護福祉士、実務者研修修了者、介護

職員初任者研修修了者、生活援助従事

者研修修了者（生活援助のみ）等 

 

 

〈指定基準第４条第１項〉 

介護予防訪問型サービスの事業を行う者

（以下「介護予防訪問型サービス事業者」

という。)が当該事業を行う事業所（以下

「介護予防訪問型サービス事業所」とい

う。）ごとに置くべき訪問介護員等は、次

のいずれかに該当する者とし、その員数

は、常勤換算方法で、２.５以上とする。 

（１）介護福祉士 

（２）次のア又はイに掲げる研修の課程を

修了し、それぞれに定める者から当該

研修を修了した旨の証明書の交付を受

けた者 

 ア 都道府県知事の行う介護員の養成に

関する研修 当該都道府県知事 

 イ 都道府県知事が指定する者（以下こ

の号において「介護員養成研修事業

者」という。）の行う研修であって

省令第２２条の２７で定める基準に

適合するものとして都道府県知事の

指定を受けたもの 当該介護員養成

研修事業者 

●従事者 

１人以上必要数。利用者がいない場合は

置かないことができる。 

資格要件 

藤沢市訪問型サービスＡヘルパー養成

研修修了者、藤沢市介護スタッフ研修

修了者、訪問介護員（左記参照）、旧

ヘルパー３級課程修了者 

 

〈指定基準第４１条第１項〉 

訪問型サービスＡの事業を行う者(以下

「訪問型サービスＡ事業者」という。)が

当該事業を行う事業所(以下「訪問型サー

ビスＡ事業所」という。)ごとに置くべき

従事者は、次のいずれかに該当する者と

し、その員数は、１人以上でサービス提供

に必要な数とする。 

（１）市が実施する研修を修了した者 

（２）第４条第１項各号に該当する者 

（３）訪問介護に関する旧３級課程の資格

を有する者 

 

・ 介護予防訪問型サービスにおけるサービス提供責任者の資格要件のうち、初任者研

修修了者及び旧２級課程修了者は平成３０年３月３１日をもって任用要件から廃止

されました。訪問型サービスＡにおけるサービスＡ責任者の任用要件については、

この改正は適用されないため、初任者研修修了者及び旧２級課程修了者は引き続き

配置することが可能です。 
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・ 平成３０年に創設された生活援助従事者研修の修了者は、訪問型サービスＡへの従

事が可能です。 

 

・ 訪問型サービスＡの従事者については、介護予防訪問型サービスの訪問介護員（有資格

者）が訪問型サービスＡの従事者を兼務することは可能ですが、訪問型サービスＡの従

事者としての勤務時間を、訪問介護又は介護予防訪問型サービスの常勤換算数に含める

ことはできません。 

 

・ 介護予防訪問型サービスと訪問型サービスＡは一体的な運営を前提としているため、サ

ービス提供責任者とサービスＡ責任者が密接に連携して業務を行う必要があります。 

 

・ サービスＡ責任者が介護福祉士の資格を有さない場合は、介護福祉士の受験資格を満た

した時点で、事業所として資格を取得させるよう努めなければなりません。 

 

・ 介護職員初任者研修課程修了者又は旧ホームヘルパー２級課程修了者をサービスＡ責任

者とする場合には、実務経験が証明できる書類を事業所として保管しておいてください。 

 

・ 従事者のうち、「市の研修を修了した者」とは、藤沢市が実施する研修（※）の課程を

修了し、修了証の交付を受けた者です。他市町村が実施するヘルパー研修等課程を修了

しても、藤沢市訪問型サービスＡの従事者資格を満たしたことにはなりません。 

 

  ※藤沢市が実施する研修 

訪問型サービスＡヘルパー養成研修（平成２８年度～２９年度） 

   藤沢市介護スタッフ研修     （平成３０年度～） 

 

６－４．訪問型サービスＡ（設備基準） 

訪問型サービスＡ事業所には、事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の区画

を設けるほか、訪問型サービスＡの提供に必要な設備及び備品等を備えなければなりませ

ん。 

訪問型サービスＡ事業所において、指定訪問介護事業又は介護予防訪問型サービスを一

体的に運営している場合には、指定訪問介護の設備基準を満たしていれば、各事業の設

備基準を満たしていることとみなされます。 
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６－５．訪問型サービスＡ（運営基準） 

 

（１）内容及び手続の説明及び同意  

事業者は、訪問型サービスＡの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家

族に対し、運営規程の概要、従事者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に

資すると認められる重要事項を記載した文書（重要事項説明書）を交付して説明を行い、

当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければなりません。説明・同意・交付

を行ったことについては、書面で確認することが望ましいとされています。書面には

署名を得るようにしてください。 

重要事項説明書に記載すべきと考えられる事項は次のとおりです。また、重要事項説明

書の内容と運営規程の内容は一致していなければなりません。 

・ 法人、事業所の概要 

・ 営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

・ 利用料 

・ 従業者の勤務体制 

・ 事故発生時の対応 

・ 苦情処理の体制 

・  虐待防止のための措置に関する事項 

・ その他利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項 

 

（２）サービス提供拒否の禁止  

事業者は、正当な理由なく、訪問型サービスＡの提供を拒んではなりません。 

提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、以下の場合をいいます。 

・ 事業所の現員からは利用申し込みに応じきれない場合 

・ 利用申込者の居住地が事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

・ その他利用申込者に対し自ら適切な訪問型サービスＡを提供することが困難な場合 

 

（３）サービス提供困難時の対応  

事業者は、サービス提供困難時は、当該利用申込者に係る指定介護予防支援事業者等へ

の連絡、適当な他の訪問型サービスＡ事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じ

なければなりません。 
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（４）受給資格等の確認  

事業者は、訪問型サービスＡの提供を求められた場合には、その者の提示する被保険者

証により、被保険者資格、居宅要支援被保険者等であることの確認及び要支援認定を有し

ている場合は要支援認定の有効期間を確認します。 

被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、これに配慮して、訪問型サービ

スＡを提供するように努めなければなりません。 

 

（５）心身の状況等の把握  

事業者は、訪問型サービスＡの提供に当たっては、利用者に係る指定介護予防支援事業

者が開催するサービス担当者会議又は介護予防ケアマネジメント事業者が開催するサービ

ス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、置かれている環境、他の保健医療サービ

ス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければなりません。 

 

（６）指定介護予防支援事業者等との連携  

事業者は、訪問型サービスＡを提供するに当たっては、指定介護予防支援事業者、介護

予防ケアマネジメント事業者等その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と

の密接な連携に努めなければなりません。 

また、訪問型サービスＡの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な

指導を行うとともに、当該利用者に係る指定介護予防支援事業者又は介護予防ケアマネジ

メント事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と

の密接な連携に努めなければなりません。 

 

（７）介護予防サービス計画等に沿ったサービスの提供  

事業者は、介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランが作成されている場合には、

当該介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランに沿った訪問型サービスＡを提供しな

ければなりません。 

 

（８）介護予防サービス計画等の変更の援助  

事業者は、利用者が介護予防サービス計画等の変更を希望する場合には、介護予防支援

事業者等への連絡その他の必要な援助を行わなければなりません。 

 

（９）身分を証する書類の携行  

事業者は、従事者等に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家

族から求められたときはこれを提示すべき旨を指導しなければなりません。 
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（10）サービスの提供の記録  

事業者は、サービスを提供したときは、その具体的な内容等を記録しなければなりませ

ん。 

・ サービス提供日 

・ サービス内容 

・ 利用者の心身の状況その他必要な事項 

 

（11）利用料等の受領  

● 法定代理受領サービスに該当するサービス提供の場合 

サービスを提供したときは、その利用者から利用料の一部（利用者負担分）として、

当該訪問型サービスＡに係る第１号事業支給費基準額から当該訪問型サービスＡ事業

者に支払われる第１号事業支給費の額を控除した額の支払を受けるものとします。 

 

● 法定代理受領サービスに該当しないサービス提供の場合（償還払い） 

利用者から支払を受ける利用料の額（１０割額）と、当該訪問型サービスＡに係る第

１号事業支給費基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければなりませ

ん。 

 

● その他の費用 

利用者の選定により、通常の事業の実施地域以外の地域の居宅においてサービスを行

う場合には、それに要した交通費の額の支払を利用者から受けることができます。こ

の場合は、あらかじめ、利用者又はその家族に対して、当該サービスの内容及び費用

について説明を行い、利用者の同意を得る必要があります。 

 

（12）第１号事業支給費の請求のための証明書の交付  

事業者は、償還払いの利用料の支払を受けた場合には、提供した訪問型サービスＡの内

容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対し

て交付しなければなりません。 

 

（13）同居家族に対するサービス提供の禁止  

事業者は、従事者に、その同居の家族に対する訪問型サービスＡの提供をさせてはなり

ません。 
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（14）利用者に関する市等への通知  

事業者は、利用者が次のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意見を付してその旨

を市及び保険者市町村に通知しなければなりません。 

・ 正当な理由なく介護予防訪問型サービスの利用に関する指示に従わないことにより、

要支援状態の程度を増進させ、又は要介護状態になったと認められるとき。 

・ 偽りその他不正な行為によって第１号事業支給費を受け、又は受けようとしたとき。 

 

（15）緊急時等の対応  

従事者は、サービス提供時に利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合には、

速やかに主治の医師への連絡その他の必要な措置を講じなければなりません。 

 

（16）管理者及びサービスＡ責任者の責務  

管理者は、従業者及び業務の管理を一元的に行わなければならず、従業者に対して運営

に関する基準を遵守させるため、必要な指揮命令を行わなければなりません。 

 

サービスＡ責任者が行うべきことは次のとおりです。 

① 訪問型サービスＡの利用の申込みに係る調整をすること。 

② 利用者の状態の変化及びサービスに関する意向を定期的に把握すること。 

③ 指定介護予防支援事業者等に対し、訪問型サービスＡの提供に当たり把握した利用者

の服薬状況、口腔機能その他の心身の状態及び生活の状況に係る必要な情報の提供

を行うこと。 

④ サービス担当者会議への出席等により、指定介護予防支援事業者等との連携を図るこ

と。 

⑤ 従事者（サービスＡ責任者を除く。以下この条において同じ。）に対し、具体的な援          

助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状況に関する情報を伝達すること。 

⑥  従事者（サービスＡ責任者を除く。以下この条において同じ。）に対し、具体的な援

助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状況に関する情報を伝達すること。 

⑦  従事者の業務の実施状況を把握すること。 

⑧  従事者の能力及び希望を踏まえた業務管理を実施すること。 

⑨  従事者に対する研修、技術指導等を実施すること。 

⑩  その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。 
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（17）運営規程  

事業者は、事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（運

営規程）を定めなければなりません。 

・ 事業の目的及び運営の方針 

・ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

・ 営業日及び営業時間 

・ 訪問型サービスＡの内容及び利用料その他の費用の額 

・ 通常の事業の実施地域 

・ 緊急時等における対応方法 

・ 虐待防止のための措置に関する事項 

・ その他運営に関する重要事項 
 

（18）介護等の総合的な提供  

事業者は、訪問型サービスＡの事業の運営に当たっては、食事の調理、洗濯、掃除、買

い物代行等の生活援助を常に総合的に提供するものとし、特定の支援に偏ることがあって

はなりません。 
 

（19）勤務体制の確保等   

※共通事項テキストも併せて参照してください 

  事業者は、利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、事業所ごとに、従事者等の

勤務の体制を定め、当該事業所の従事者によって訪問型サービスＡを提供しなければなり

ません。また、従事者等の資質の向上のため、研修の機会を確保するよう努めなければな

りません。 

事業者は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより訪問介護員等の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化

等の必要な措置を講じなければなりません。 
 

（20）業務継続計画の策定等  

 ※共通事項テキストも併せて参照してください 

事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する訪問型サービスＡ

の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための

計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措

置を講じなければなりません。 

事業者は、訪問介護員等に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

事業者は、定期的に（年 1 回以上）業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 
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（21）衛生管理等  

 ※共通事項テキストも併せて参照してください 

事業者は、従事者等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければな

りません。また、事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければなりま

せん。事業者は、当該訪問型サービスＡ事業所において感染症が発生し、又はまん延し

ないように、次の各号に掲げる措置を講じなければなりません。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を概ね６月に１回以

上開催するとともに、その結果について、訪問介護員等に周知徹底を図ること。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備すること。 

③ 事業所において、訪問介護員等に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための

研修及び訓練を定期的に（年 1回以上）実施すること。 

 

（22）掲示  

事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従事者等の勤務の体制その他の

利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければなりません。 

事業者は、前項に規定する運営規程等を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係

者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができます。 

 

（23）秘密保持等  

従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らしてはなりません。 

また、事業者は、過去に従業者であった者についても、正当な理由がなく、その業務

上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置（※）を

講じなければなりません。 

 

 

 

 

なお、サービス担当者会議等において、介護予防支援事業者等や他のサービス事業

者に対して利用者に関する情報を提供することが想定されます。このことについて、

あらかじめ、利用者に説明を行い、文書により利用者から同意を得ておかなければな

りません。この同意は、サービス提供開始時に利用者及びその家族から包括的な同意

を得ておくことで構いません。（利用開始時に個人情報使用同意書をもらう等） 

個人情報保護法については、介護保険事業者の個人情報保護法の遵守に関するガイ

ドラインが厚生労働省から出されています。⇒Ｐ５３ 個人情報保護について 

※必要な措置： 

従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を従業者の雇用時等に

取り決め、例えば違約金についての定めを置く等の措置を講ずるべきとされています。 
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（24）広告  

事業者は、事業所について、虚偽又は誇大な内容の広告をしてはなりません。 

 

（25）不当な働きかけの禁止  

事業者は、介護予防サービス計画等の作成又は変更に関し、指定介護予防支援事業者等

又は居宅要支援被保険者等に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよう求め

ることその他の不当な働きかけを行ってはなりません。 

 

（26）指定介護予防支援事業者等に対する利益供与の禁止  

事業者は、指定介護予防支援事業者等又はそれらの従業者に対し、利用者に対して特定

の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供

与してはなりません。 

 

（27）苦情処理等  

事業者は、提供したサービスに関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切

に対応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を講じな

ければなりません。また、苦情を受け付けた場合には、その内容等を記録しなければ

なりません。 

 

● 利用者からの苦情に対応するための必要な措置とは 

苦情を受け付けるための窓口を設置することのほか、相談窓口、苦情処理の体制及

び手順等、事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らか

にし、これらを重要事項説明書等に記載するとともに、事業所内に掲示すること等

です。 

● 利用者からの苦情の申出先 

事業所の苦情受付窓口の他に、市町村又は国保連への申出が想定されます。 

市町村から報告等の求めや検査があった場合は、これに応じ、利用者からの苦情

に関する調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合には、当該指導又

は助言に従って、必要な改善を行わなければなりません。 

また、市町村からの求めがあった場合には、改善の内容を報告する必要がありま 

す。 
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（28）市が実施する事業への協力  

事業者は、事業の運営に当たっては、提供したサービスに関する利用者からの苦情に

関して市が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力す

るよう努めなければなりません。 

事業者は、訪問型サービスＡ事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者

に対してサービスを提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対して

もサービス提供を行うよう努めなければなりません。 

 

（29）虐待の防止  

 ※共通事項テキストも併せて参照してください 

事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じ

なければなりません。 

① 事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果

について、訪問介護員等に周知徹底を図ること。 

② 事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

③ 事業所において、訪問介護員等に対し虐待の防止のための研修を定期的に（年 1回

以上）実施すること。 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するために担当者を置くこと。 

 

（30）事故発生時の対応  

● 事故を未然に防ぐために 

・ 事故に至らなかったが、介護事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事  

例）及び現状を放置しておくと介護事故に結びつく可能性が高いものについて事

前に情報を収集し、防止策を講じる。 

● 実際に事故が起きたときには 

・ 市町村、家族、介護予防支援事業者等へ連絡を行う等の必要な措置を講じる。 

・ 事故等の発生又は発見ごとにその状況、背景、処置等を記録するとともに、市町

村報告に関する様式に従い介護事故等について報告する。 

・ サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償を速やかに行う。 

● 再発防止のために 

・ 事業所において報告された事例を集計し、分析する。 

・ 事例の分析に当たっては、介護事故等の発生時の状況等を分析し、発生原因、結

果等をとりまとめ、再発防止のための対策を検討する。 

・ 再発防止策を講じた後に、その効果について評価する 
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・ 管理者やサービス提供責任者等は、研修の機会等を通じて事故事例について伝達

する等、他の従業者にも周知徹底する。 

● 事故報告等に関する体制の整備 

・ 事故が起きた場合の連絡先・連絡方法について、事業所で定め、従業者等に周知

する。 

・ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実

が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備する。 

・ 介護事故等について報告するための様式を整備する。 

・ 事業所における損害賠償の方法（保険に加入している場合にはその内容）につい

て把握しておく。 

・ 少なくとも事業所が所在する市町村では、どのような事故が起きた場合に報告が

必要となるのかを把握しておく。 

 

（31）会計の区分  

事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、訪問型サービスＡの事業の会計と

その他の事業の会計を区分しなければなりません。 

 

（32）記録の整備  

事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備しなければなりません。ま

た、利用者に対するサービス提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら５年間保存しなければなりません。 

・ 訪問型サービスＡ計画 

・ 提供したサービスの具体的な内容等の記録 

・ 市等への通知に係る記録 

・ 苦情の内容等の記録 

・ 事故の状況及び当該事故に際して採った処置についての記録 
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６－６．訪問型サービスＡ（介護予防のための効率的な支援の方法）  

 

（１）基本取扱方針  

・ 訪問型サービスＡは、指定訪問介護又は介護予防訪問型サービスの事業と同一の事業

所において、一体的に運営しなければなりません。 

・ 訪問型サービスＡは、利用者の介護予防に資するよう、その目標が設定され、計画的

に行われなければなりません。 

・ 事業者は、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図らなけれ

ばなりません。 

・ 事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者ができる限り居宅において現状の日

常生活を営むことができるよう支援することを目的とするものであることを常に意識

してサービスの提供に当たらなければなりません。 

・ 事業者は、利用者がその有する能力を最大限に活用することができるような方法によ

るサービスの提供に努めなければなりません。 

・ 事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者との意思疎通を十分に図ることその

他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加することができるよう適切な働

きかけに努めなければなりません。 

 

（２）具体的取扱方針  

・ サービスの提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達、サービス担

当者会議その他の適切な方法により、利用者の心身の状況、置かれている環境等利用

者の日常生活全般の状況の的確な把握を行わなければなりません。 

・ サービスＡ責任者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ、

サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提

供を行う期間等を記載した計画（訪問型サービスＡ計画）を作成しなければなりませ

ん。 

・ サービスＡ責任者は、既に介護予防サービス計画等が作成されている場合には、当該

介護予防サービス計画等の内容に沿って訪問型サービスＡ計画を作成しなければなり

ません。 

・ サービスＡ責任者は、訪問型サービスＡ計画の作成に当たっては、その内容について

利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければなりません。 

・ サービスＡ責任者は、訪問型サービスＡ計画を作成したときは、当該訪問型サービス

Ａ計画を利用者に交付しなければなりません。 

・ サービスの提供に当たっては、訪問型サービスＡ計画に基づき、利用者が日常生活を

営むために必要な支援を行わなければなりません。 
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・ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に

対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければなり

ません。 

・ サービスＡ責任者は、訪問型サービスＡ計画に基づくサービスの提供を開始した時か

ら、当該訪問型サービスＡ計画に係る利用者の状態、当該利用者に対するサービスの

提供状況等について、当該サービスの提供に係る介護予防サービス計画等を作成した

指定介護予防支援事業者等に、毎月１回以上報告するとともに、当該訪問型サービス

Ａ計画に記載したサービスの提供を行う期間の終了までに、当該訪問型サービスＡ計

画の実施状況の把握（モニタリング）を、１回以上行わなければなりません。 

・ サービスＡ責任者は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該サービスの提供

に係る介護予防サービス計画等を作成した指定介護予防支援事業者等に報告しなけれ

ばなりません。 

・ サービスＡ責任者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて訪問型サービスＡ

計画の変更を行わなければなりません。 

⇒Ｐ５４ アセスメント・計画（介護予防訪問型サービス計画／訪問型サービスＡ

計画）の作成・モニタリング 

 

（３）訪問型サービスＡの提供に当たっての留意点  

・ サービスの提供に当たっては、指定介護予防支援又は介護予防ケアマネジメント

におけるアセスメントにおいて把握された課題、訪問型サービスＡの提供による

当該課題に係る改善状況等を踏まえつつ、効率的かつ柔軟なサービスの提供に努

めてください。 

・ 自立支援の観点から、利用者が可能な限り自ら家事等を行うことができるよう配

慮するとともに、利用者の家族による支援、地域の住民による自主的な取組等に

よる支援及び他の福祉サービスの利用の可能性について考慮してください。 
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６－７．訪問型サービスＡ事業費の報酬体系（Ａ３コード）  

 

（１）訪問型サービスＡサービス事業費の報酬体系（Ａ３コード）  

区分・加算 単位数 １月あたりの支給限度基準額 単価 

３０分未満 １４０単位／回  

【事業対象者・要支援１】 

 ９４０単位／月 

 

【要支援２】 

 １，８８０単位／月 

１０．００円 

３０分以上 

６０分未満 
２３５単位／回 

初回加算 
２００単位  

（※支給限度基準額の対象外となります。） 

 

・ 所要時間の算定にあたっては、現に要した時間ではなく、訪問型サービスＡ計画に位

置付けられた内容を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定します。訪問型

サービスＡの従事者は１～２項目の援助内容を行うことを想定しており、区分に記さ

れている時間いっぱいまでサービス提供しなければいけないというものではありませ

ん。 

・ 加算・減算は、初回加算のみの設定です。減算はありません。介護職員処遇改善加算

及び介護職員等特定処遇改善加算の設定もありません。 

・ 早朝・夜間・深夜の時間帯におけるサービスの提供は想定していません。 

 

●初回加算 ２００単位  

新規に訪問型サービスＡ計画を作成した利用者に対して、サービスＡ責任者が初回若し

くは初回のサービスを行った日の属する月にサービスを行った場合又は当該訪問型サービ

スＡ事業所のその他の訪問介護員等が初回若しくは初回の訪問型サービスＡを行った日の

属する月にサービスを行った際にサービスＡ責任者が同行した場合は、１月につき２００

単位を加算します。 

・ 利用者が過去２か月（暦月）の間に当該事業所からサービスの提供を受けていない

場合に算定します（指定訪問介護の利用実績は問いません）。 

・ サービスＡ責任者がサービスに同行した場合には、同行訪問した旨を記録する必

要があります。 
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・ サービスＡ責任者が同行訪問した場合においては、当該サービスＡ責任者はサー

ビスに要する時間を通じて滞在することは必ずしも必要ではなく、利用者の状況

等を確認した上で途中で現場を離れた場合であっても算定可能です。 

 

（２）他のサービスとの関係  

利用者が次のサービス（介護予防給付）を受けている間は、第 1号訪問事業費は算定

できません。 

・ 介護予防特定施設入居者生活介護 

・ 介護予防小規模多機能居宅介護 

・ 介護予防認知症対応型共同生活介護 

・ 介護予防短期入所生活介護 

・ 介護予防短期入所療養介護 

 

● 介護予防訪問型サービスと訪問型サービスＡの算定の関係 

月を通して介護予防訪問型サービスと訪問型サービスＡを併用することはできま 

せん。月途中で介護予防訪問型サービスと訪問型サービスＡを切り替える場合は、同

月内で２つのサービスを利用することができます。この場合は、介護予防訪問型サー

ビスについては日割り計算を行い、両サービスの合計単位数が「介護予防訪問型サー

ビス（一月につき）」における単位数を超えない範囲での利用となります。 

例）訪問型サービスＡを利用していたが、月途中の状態悪化等によって訪問介護員

による身体介護・生活援助の必要性が生じたため、月途中で訪問型サービスＡ

の利用を中止（契約解除）した後、同月内に週２回程度の介護予防訪問型サー

ビス（身体介護あり）の契約をして利用を開始した。この月の訪問型サービス

Ａ事業費と介護予防訪問型サービス（日割）の合計単位数上限は、介護予防訪

問型サービスⅠ－２の月額包括報酬の単位数と同じ２、３４２単位までとなる。 

 

（３）介護報酬請求上の注意点（サービスコードの注意点）  

Ａ３サービスコードは、３０分未満・３０分以上６０分未満（サービスコード上の表記

は「６０分未満」）の２つの区分の利用回数の組み合わせごとにコードを設定しているた

め、複数のコードを組み合わせての請求はできません。また、区分と利用回数の組み合わ

せが同じでも、負担割合（１・２・３割）によってサービスコードが異なります。 

例）負担割合１割（給付率９０％）である事業対象者が｢３０分未満２回・６０分未

満２回｣を利用した場合 

○正しい請求：（３０分未満２回＋６０分未満２回・１割）＠７５０単位×１回 

×誤った請求：（３０分未満１回＋６０分未満１回・１割）＠３７５単位×２回 
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７．第１号事業支給費の請求  

  第１号事業支給費に係る審査及び支払いに関する事務は、神奈川県国民健康保険団体連

合会（以下「国保連」という）に委託して実施します。そのため、報酬に関する請求は、

サービス提供事業者が現物給付と同様のシステムを用いて国保連に第１号事業支給費（サ

ービス利用費の９割、８割又は７割分）を直接請求することを原則とします。 

 

（１）利用者負担  

介護保険負担割合証に基づいた負担割合（１割、２割又は３割）での利用者負担になり

ます。 

 

（２）低所得者対策等  

介護予防給付における利用者負担額の軽減制度に相当する以下の事業等を実施しま

す。 

 介護予防訪問型サービス

（Ａ２） 

訪問型サービスＡ 

（Ａ３） 

高額介護予防サービス費相当事業 ○ ○ 

高額医療合算介護予防サービス費相当事業 ○ ○ 

社会福祉法人等による 

利用者負担額軽減相当事業 
○ ○ 

藤沢市介護保険居宅サービス等自己負担額 

助成相当事業 
○ ○ 

災害時等の利用料減免制度 

（第 1号事業支給費の額の特例） 
○ ○ 

  

（３）利用者の負担に関する制度（給付制限と同様の措置）  

保険料を滞納している方が介護保険サービスを受けた時にとられる給付制限と同様

の措置については、総合事業では当面、適用しません。 

なお、要支援者が予防給付のサービスを受けたときにとられる給付制限については、

従来どおり適用します。 

 予防給付 総合事業 

要支援者 給付制限あり 給付制限なし 

事業対象者  給付制限なし 
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（４）公費の取り扱い  

生活保護受給者が、総合事業の指定事業所によるサービスを利用する場合の利用者

自己負担分については、介護扶助費（公費負担）として給付を行います。  

生活保護以外の公費負担のうち、中国残留邦人に支給される給付費については、生

活保護における介護扶助費の取扱いに準じます。原爆被爆者に対する公費助成につい

ては、介護予防通所型サービスと介護予防訪問型サービスは対象ですが、訪問型サー

ビスＡは対象となりません。 

法別番号・公費略称 
介護予防訪問型サービス 

（Ａ２） 

訪問型サービスＡ 

（Ａ３） 

 12：生活保護 ○ ○ 

 25：中国残留邦人等 ○ ○ 

 81：原爆助成 ○  

○は適用可能な公費。  

 

（５）サービスコードについて 

第１号事業支給費の請求にあたっては、各事業所において、藤沢市の作成する総合事業

の単位数表マスタＣＳＶをダウンロードし、請求する必要があります。 

 

☞【単位数表マスタ の掲載場所】 

藤沢市役所ホームページ：ホーム > 健康・福祉・子育て > 福祉 > 新総合事業  

> 介護予防・生活支援サービス事業関連 > 藤沢市介護予防・日常生活支援総合事業サ

ービスコード表等（介護予防訪問型・訪問型サービスＡ・介護予防通所型サービス）

について 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/kaigo-j/sougoujigyou/servicecodekanren.html 
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８.神奈川県「訪問介護員の具体的範囲について」  

 

平成１３年  ３月２７日適用 

一部改正   平成１７年  ４月 １日適用 

一部改正   平成１８年  ６月２０日適用 

一部改正   平成２２年  ４月 １日適用 

一部改正   平成２５年  ４月 １日適用 

一部改正 平成３０年１２月１０日適用 

 

神奈川県福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課 

 

神奈川県における訪問介護員の具体的範囲については、平成２４年３月２８日付け老振発０３２

８第９号厚生労働省老健局振興課長通知「介護員養成研修の取扱細則について（介護職員初任者研

修・生活援助従事者研修関係）」及び平成１２年３月１日付け老企第３６号厚生省老人保健福祉局

企画課長通知「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅

療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の留意事項について」に基づき、次のとおりとします。 

 

 資格・要件等 証明書等 研修等実施者（証明

を所管する機関） 

研修等の実施 

時期 

旧課程 

相当級 

1 介護職員初任者研修修了者 修了証明書 ・都道府県 

・都道府県の指定を受

けた養成研修事業者 

平成25年度～ 

 

 

2 社会福祉士法及び介護福祉士法

に基づく実務者研修修了者 

修了証明書 ・厚生労働大臣の指

定を受けた介護福祉

士実務者養成施設 

平成2４年度～ 

 

1級 

3 訪問介護員養成研修課程修了者 

（1級、2級） 

修了証明書 ・都道府県 

・都道府県の指定を受

けた養成研修事業者 

平成12年度～ 

平成24年度 
(平成24年度中に開講

し平成 25 年度中に修

了した研修も含む。) 

該当する

各 

研 修 課

程 

4 介護職員基礎研修課程修了者 修了証明書 ・都道府県 

・都道府県の指定を受

けた養成研修事業者 

平成18年 10月～ 

平成24年度 
(平成24年度中に開講

し平成 25 年度中に修

了した研修も含む。) 

 

5 ホームヘルパー養成研修修了者 

（1級、2級） 
(平成 3 年 6 月 27 日付け厚生省通知

「ホームヘルパー養成研修事業の実施

について」、平成7年 7月 31日付け厚

生省通知「ホームヘルパー養成研修事

業の実施について」) 

修了証書 ・都道府県 

・指定都市 

・都道府県、指定都

市及び厚生省から

指定を受けた養成

研修事業者 

平成 3年度～ 

平成11年度 
(平成11年度中に指定

を受け平成 12 年度に

実施した研修も含む。) 

該当する

各 

研 修 課

程 

6 家庭奉仕員講習会修了者 
(昭和 62年 6月 26日付け厚生省通知

「家庭奉仕員講習会推進事業の実施

について」) 

修了証書 ・都道府県 

・指定都市 

 

昭和62年度～ 

平成2年度 

1級 

7 家庭奉仕員採用時研修修了者 
(昭和 57 年 9 月 8 日付け厚生省通知

「家庭奉仕員の採用時研修について」) 

修了証書等 ・市町村 

・都道府県 

 

昭和57年度～ 

昭和61年度 

1級 

 

 
資格・要件等 証明書等 研修等実施者（証明

を所管する機関） 

研修等の実施時

期 

旧課程

相当級 
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8 昭和 57 年以前に県内で家庭奉仕

員として活動していた者 

家庭奉仕員とし

て市町村で従事

していた旨の証

明書 

・県内市町村 

 

 

～昭和57年 2級 

9 神奈川県立紅葉ヶ丘高等職業技

術校、同小田原高等職業技術校

及び横浜市中央職業訓練校の介

護に関する訓練課の昭和 57 年度

～平成3年度の修了者 

修了証書 ・各高等職業技術校 

等 

 

 

昭和 57年度～ 

平成3年度 

1級 

10 看護師 

 

免許状 ・厚生労働省  1級 

11 准看護師 

 

免許状 ・都道府県  1級 

12 保健師 

 

免許状 ・厚生労働省  1級 

13 居宅介護職員初任者研修修了者 

（「指定居宅介護等の提供に当た

る者として厚生労働大臣が定める

もの」（平成18年9月29日厚生労

働省告示第538号）） 

修了証明書 

 

・都道府県の指定を受

けた養成研修事業者 

平成25年度～ 

 

 

 

14 居宅介護従業者養成研修修了者 

（1級、2級） 
（「指定居宅介護等の提供に当たる者

として厚生労働大臣が定めるもの」（平

成18 年 9 月 29 日厚生労働省告示第

538 号）） 

（「指定居宅介護等の提供に当たる者

として厚生労働大臣が定めるもの」（平

成18 年 3 月 31 日厚生労働省告示第

209 号）） 

（「指定居宅介護及び基準該当居宅介

護の提供に当たる者として厚生労働大

臣が定めるもの」（平成15 年3 月24 日

厚生労働省告示第110 号）） 

修了証明書 ・都道府県 

・指定都市、中核市(平

成 17 年度まで) 

・都道府県、指定都市

及び中核市の指定を

受けた養成研修事業

者 
(指定都市・中核市指定

は平成18 年 9 月まで) 

平成 15 年度～平成

24年度 
(平成24年度中に開講

し平成 25 年度中に修

了した研修も含む。) 

該当する

各 研 修

課程 

15 障害者（児）ホームヘルパー養成

研修修了者（1 級、2 級） 
（平成13 年 6 月 20 日付け障発第263 

号厚生労働省通知「障害者（児）ホー

ムヘルパー養成研修事業の実施につ

いて」） 

修了証明書 ・都道府県 

・指定都市 

・都道府県の指定を受

けた養成研修事業者 

平成13 年度～ 

平成14 年度 

該当する

各 研 修

課程 

 

16 生活援助従事者研修修了者 修了証明書 ・都道府県 

・都道府県の指定を受

けた養成研修事業者 

平成30年度～  

 ※ 訪問介護に従事する場合の証明書は、各資格、要件等に係る上記の証明書等を持って替えることがで

きるものとします。 

  ※ なお、介護福祉士も、「訪問介護」サービス及び「介護予防訪問介護」サービスを提供できる者にあたりま

す。 

  ※ 生活援助従事者研修修了者は、訪問介護の「生活援助中心型サービス」に従事する者にあたります。  

【参考】神奈川県ホームページ 

訪問介護員（ホームヘルパー）のページ 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f3840/p11473.html 
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９.個人情報保護について 

   平成１７年４月から、個人情報保護法が施行され、介護保険事業者も個人情報保護法に沿って

事業運営をしていかなければなりません。具体的な取扱いのガイドラインは、厚生労働省が出し

ています。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

ポイント 具体的な内容等 

①  利用目的の特定 ・個人情報を取り扱うにあたり、利用目的を特定する。 

・特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えてはいけな

い。 

②  適正な取得、利用目的の通知 ・偽りその他の不正の手段により個人情報を取得してはなら

ない。 

・あらかじめ利用目的を公表しておくか、個人情報取得後、

速やかに利用目的を本人に通知又は公表する。 

 →公表方法（例：事業所内の掲示、インターネット掲載） 

  通知方法（例：契約の際に文書を交付するなど） 

③  正確性の確保 ・個人データを正確かつ最新の内容に保つ。 

④  安全管理・従業員等の監督 ・個人データの漏えい等の防止のための安全管理措置 

 →個人情報保護に関する規程の整備、情報システムの安全管理に

関する規程の整備、事故発生時の報告連絡体制の整備、入退館

管理の実施、機器の固定、個人データへのアクセス管理 

・従業者に対する適切な監督 

・個人データ取扱いを委託する場合は、委託先に対する監督 

⑤  第三者への提供の制限 ・あらかじめ本人の同意を得ないで、他の事業者など第三者

に個別データを提供してはならない。 

⑥  本人からの請求への対応 ・本人から保有個人データの開示を求められたときには、当

該データを開示しなくてはならない。 

・本人から保有個人データの訂正等を求められた場合に、そ

れらの求めが適正であると認められるときには、訂正等を

行わなくてはならない。 

⑦  苦情の処理 ・苦情などの申出があった場合の適切かつ迅速な処理 

・苦情受付窓口の設置、苦情処理体制の策定等の体制整備 

※ 上記の厚生労働省ガイドラインに詳細が記載されていますので、ご確認ください。 
 

※ 個人情報保護 

⇒個人情報保護委員会 https://www.ppc.go.jp/ 

 

※  厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン等 
⇒厚生労働省    https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html 

 

 

https://www.ppc.go.jp/
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１０.【アセスメント・計画（介護予防訪問型サービス計画／訪問型サービスＡ計画）の作成・モニタリング】 

 
  

 

 
 ■ポイント■ 
 

 

 

 

 
 ■ポイント■ 

 

 

 

           

 

 

 

  

 

 

       

 

 

  

 

   計画が決 

 
 ■指導事例■ 

 

 

 

    サービスの実施状況を確認し、サービス計画の見直しの必要性を検討します。 

 

  

 

 

  

 

 

ポイント 

① 介護予防訪問型サービス計画／訪問型サービスＡ計画にサービスの提供期間を設定する。 

② 介護予防支援事業者（地域包括支援センター）にサービス提供状況等を月に１度報告

しなくてはならない。  

③  提供期間内に少なくとも１回モニタリングを行わなくてはならない。 

   その結果を介護予防支援事業者（地域包括支援センター）に報告しなくてはならない。 
     

アセスメントに基づき、課題を特定する。 

・利用者の希望と課題（ニーズ）を区分する。 

（利用者の希望が介護保険における訪問介護ですべて対応できるとは限

りません。また、利用者の希望が自立支援にならない場合もあります。） 

・利用者に交付していない。記録から交付したことが確認できない。 

・利用者の希望の把握、利用者の可能性の発見、隠れたニーズの把握 

 

利用者状況の把握 

 

課題（ニーズ）の特定 

計画の作成 

 

利用者への計画原案
の説明、同意 

計画を作成・変更する場合、原案を利用者又は家族に説明し、文書に

より利用者の同意を得る。 

 

 

計画の交付 
決定したら、計画を利用者に交付する。 

① 計画書の作成者氏名、作成年月日 

② 援助目標（具体的に記載） 

③ サービスの区分、内容（具体的に！）、所要時間（標準的な時間） 

 

計画の評価・見直し 

利用者の心身の状況、日常生活全般の状況等の把握（アセスメント）を

行う 

 

サービス提供時の利用者の状況など、モニタリング、訪問介護員から

の報告に基づき介護予防訪問型サービス計画／訪問型サービスＡ計

画の内容を評価し必要に応じ見直しを図ります。 
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１１ .老計第１０号 訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について 

 

１ 身体介護 

  身体介護とは、[1]利用者の身体に直接接触して行う介助サービス（そのために必要とな

る準備、後かたづけ等の一連の行為を含む）、[2]利用者の日常生活動作能力（ＡＤＬ）や

意欲の向上のために利用者と共に行う自立支援のためのサービス、[3]その他専門的知識・

技術（介護を要する状態となった要因である心身の障害や疾病等に伴って必要となる特段

の専門的配慮）をもって行う利用者の日常生活上・社会生活上のためのサービスをいう。

（仮に、介護等を要する状態が解消されたならば不要※となる行為であるということがで

きる。） 

※ 例えば入浴や整容などの行為そのものは、たとえ介護を要する状態等が解消されても日

常生活上必要な行為であるが、要介護状態が解消された場合、これらを「介助」する行

為は不要となる。同様に、「特段の専門的配慮をもって行う調理」についても、調理そ

のものは必要な行為であるが、この場合も要介護状態が解消されたならば、流動食等の

「特段の専門的配慮」は不要となる。 

 

１－０   サービス準備・記録等 

〇 （サービス準備は、身体介護サービスを提供する際の事前準備等として行う行為であり、

状況に応じて以下のようなサービスを行うものである。） 

 

１－０－１ 健康チェック 

〇 利用者の安否確認、顔色・発汗・体温等の健康状態のチェック 

 

１－０－２ 環境整備 

〇 換気、室温・日あたりの調整、ベッドまわりの簡単な整頓等 

 

１－０－３ 相談援助、情報収集・提供 

 

１－０－４ サービス提供後の記録等 

 

 

１－１   排泄・食事介助 

 

１－１－１ 排泄介助 

 

１－１－１－１ トイレ利用  

〇 トイレまでの安全確認→声かけ・説明→トイレヘの移動（見守りを含む）→脱衣→排便・

排尿→後始末→着衣→利用者の清潔介助→居室への移動→ヘルパー自身の清潔動作 

〇 （場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介助、便器等

の簡単な清掃を含む） 

 

１－１－１－２ ポータブルトイレ利用  

〇 安全確認→声かけ・説明→環境整備（防水シートを敷く、衝立を立てる、ポータブルトイ

レを適切な位置に置くなど）→立位をとり脱衣（失禁の確認）→ポータブルトイレへの移

乗→排便・排尿→後始末→立位をとり着衣→利用者の清潔介助→元の場所に戻り、安楽な

姿勢の確保→ポータブルトイレの後始末→ヘルパー自身の清潔動作 

〇 （場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介助） 
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１－１－１－３ おむつ交換  

○ 声かけ・説明→物品準備（湯・タオル・ティッシュペーパー等）→新しいおむつの準備

→脱衣（おむつを開く→尿パットをとる）→陰部・臀部洗浄（皮膚の状態などの観察、

パッティング、乾燥）→おむつの装着→おむつの具合の確認→着衣→汚れたおむつの後

始末→使用物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作 

〇 （場合により）おむつから漏れて汚れたリネン等の交換 

〇 （必要に応じ）水分補給 

 

１－１－２ 食事介助  

○ 声かけ・説明（覚醒確認）→安全確認（誤飲兆候の観察）→ヘルパー自身の清潔動作→

準備（利用者の手洗い、排泄、エプロン・タオル・おしぼりなどの物品準備）→食事場

所の環境整備→食事姿勢の確保（ベッド上での座位保持を含む）→配膳→メニュー・材

料の説明→摂食介助（おかずをきざむ・つぶす、吸い口で水分を補給するなどを含む）

→服薬介助→安楽な姿勢の確保→気分の確認→食べこぼしの処理→後始末（エプロン・

タオルなどの後始末、下膳、残滓の処理、食器洗い）→ヘルパー自身の清潔動作 

 

１－１－３ 特段の専門的配慮をもって行う調理  

○ 嚥下困難者のための流動食等の調理 

 

 

１－２ 清拭・入浴、身体整容 

 

１－２－１ 清拭（全身清拭）  

○ ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオル・着替えなど）→声かけ・説明→顔・首

の清拭→上半身脱衣→上半身の皮膚等の観察→上肢の清拭→胸・腹の清拭→背の清拭→

上半身着衣→下肢脱衣→下肢の皮膚等の観察→下肢の清拭→陰部・背部の清拭→下肢着

衣→身体状況の点検・確認→水分補給→使用物品の後始末→汚れた衣服の処理→ヘルパ

ー自身の清潔動作 

 

１－２－２ 部分浴 

 

１－２－２－１ 手浴及び足浴  

○ ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオルなど）→声かけ・説明→適切な体位の確

保→脱衣→皮膚等の観察→手浴・足浴→身体を拭く・乾かす→着衣→安楽な姿勢の確保

→水分補給→身体状況の点検・確認→使用物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作 

 

１－２－２－２ 洗髪  

○ ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオルなど）→声かけ・説明→適切な体位の確

保→洗髪→髪を拭く・乾かす→安楽な姿勢の確保→水分補給→身体状況の点検・確認→

使用物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作 

 

１－２－３ 全身浴  

○ 安全確認（浴室での安全）→声かけ・説明→浴槽の清掃→湯はり→物品準備（タオル・

着替えなど）→ヘルパー自身の身支度→排泄の確認→脱衣室の温度確認→脱衣→皮膚等

の観察→浴室への移動→湯温の確認→入湯→洗体・すすぎ→洗髪・すすぎ→入湯→体を

拭く→着衣→身体状況の点検・確認→髪の乾燥、整髪→浴室から居室への移動→水分補

給→汚れた衣服の処理→浴槽の簡単な後始末→使用物品の後始末→ヘルパー白身の身支

度、清潔動作 
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１－２－４ 洗面等  

○ 洗面所までの安全確認→声かけ・説明→洗面所への移動→座位確保→物品準備（歯ブラ

シ、歯磨き粉、ガーゼなど）→洗面用具準備→洗面（タオルで顔を拭く、歯磨き見守

り・介助、うがい見守り・介助）→居室への移動（見守りを含む）→使用物品の後始末

→ヘルパー自身の清潔動作 

１－２－５ 身体整容（日常的な行為としての身体整容）  

○ 声かけ・説明一鏡台等への移動（見守りを含む）→座位確保→物品の準備→整容（手足

の爪きり、耳そうじ、髭の手入れ、髪の手入れ、簡単な化粧）→使用物品の後始末→ヘ

ルパー自身の清潔動作 

 

１－２－６ 更衣介助  

○ 声かけ・説明→着替えの準備（寝間着・下着・外出着・靴下等）→上半身脱衣→上半身

着衣→下半身脱衣→下半身着衣→靴下を脱がせる→靴下を履かせる→着替えた衣類を洗

濯物置き場に運ぶ→スリッパや靴を履かせる 

 

 

１－３ 体位変換、移動・移乗介助、外出介助 

 

１－３－１ 体位変換 

○ 声かけ、説明→体位変換（仰臥位から側臥位、側臥位から仰臥位）→良肢位の確保（腰・

肩をひく等）→安楽な姿勢の保持（座布団・パットなどあて物をする等）→確認（安楽な

のか、めまいはないのかなど） 

 

１－３－２ 移乗・移動介助 

 

１－３－２－１ 移乗  

○ 車いすの準備→声かけ・説明→ブレーキ・タイヤ等の確認→ベッドサイドで端座位の保持

→立位→車いすに座らせる→座位の確保（後ろにひく、ずれを防ぐためあて物をするなど）

→フットサポートを下げて片方ずつ足を乗せる→気分の確認 

○ その他の補装具（歩行器、杖）の準備→声かけ・説明→移乗→気分の確認 

 

１－３－２－２ 移動  

○ 安全移動のための通路の確保（廊下・居室内等）→声かけ・説明→移動（車いすを押す、

歩行器に手をかける、手を引くなど）→気分の確認 

 

１－３－３ 通院・外出介助  

○ 声かけ・説明→目的地（病院等）に行くための準備→バス等の交通機関への乗降→気分

の確認→受診等の手続き（場合により）院内の移動等の介助 

 

 

１－４ 起床及び就寝介助 

 

１－４－１ 起床・就寝介助 

 

１－４－１－１ 起床介助  

○ 声かけ・説明（覚醒確認）→ベッドサイドでの端座位の確保→ベッドサイドでの起きあが

り→ベッドからの移動（両手を引いて介助）→気分の確認 

○ （場合により）布団をたたみ押入に入れる 
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１－４－１－２ 就寝介助  

○ 声かけ・説明→準備（シーツのしわをのばし食べかすやほこりをはらう、布団やベッド上

のものを片づける等）→ベッドへの移動（両手を引いて介助）→ベッドサイドでの端座位

の確保→ベッド上での仰臥位又は側臥位の確保→リネンの快適さの確認（掛け物を気温に

よって調整する等）→気分の確認 

○ （場合により）布団を敷く 

 

１－５ 服薬介助  

○ 水の準備→配剤された薬をテーブルの上に出し、確認（飲み忘れないようにする）→本

人が薬を飲むのを手伝う→後かたづけ、確認 

 

１－６ 自立生活支援・重度化防止のための見守り的援助（自立支援、ＡＤＬ・ＩＡＤＬ・Ｑ

ＯＬ向上の観点から安全を確保しつつ常時介助できる状態で行う見守り等）  

○ ベッド上からポータブルトイレ等（いす）へ利用者が移乗する際に、転倒等の防止のため

付き添い、必要に応じて介助を行う 

○ 認知症等の高齢者がリハビリパンツやパット交換を見守り・声かけを行うことにより。一

人でできるだけ交換し後始末ができるように支援する 

○ 認知症等の高齢者に対して、ヘルパーが声かけと誘導で食事・水分接種を支援する 

○ 入浴、更衣等の見守り（必要に応じて行う介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認な

どを含む） 

○ 移動時、転倒しないように側について歩く（介護は必要時だけで、事故がないように常に

見守る） 

○ ベッドの出入り時など自立を促すための声かけ（声かけや見守り中心で必要な時だけ介助） 

○ 本人が自ら適切な服薬ができるよう、服薬時において、直接介助は行わずに、そばで見守

り、服薬を促す 

○ 利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う掃除、整理整頓（安全確認の声か

け、疲労の確認を含む） 

○ ごみの分別がわからない利用者と一緒に分別をしてゴミ出しのルールを理解してもらう又

は思いだしてもらうよう援助 

○ 認知症の高齢者の方といっしょに冷蔵庫のなかの整理等を行うことにより、生活歴の喚起

を促す。 

○ 洗濯物をいっしょに干したりたたんだりすることにより自立支援を促すとともに、転倒予

防等のための見守り・声かけを行う。 

○ 利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行うベッドでのシーツ交換、布団カバ

ーの交換等 

○ 利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う衣類の整理・被服の補修 

○ 利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う調理、配膳、後片付け（安全確認

の声かけ、疲労の確認を含む） 

○ 車イスでの移動介助を行って店に行き、本人が自ら品物を選べるよう援助 

○ 上記のほか、安全を確保しつつ常時介助できる状態で行うもの等であって、利用者と訪問

介護員等がともに日常生活に関する動作を行うことが、ＡＤＬ・ＩＡＤＬ・ＱＯＬ向上

の観点から、利用者の自立支援・重度化防止に資するものとしてケアプランに位置付け

られたもの 
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２ 生活援助 

 
生活援助とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日常生活の援助

（そのために必要な一連の行為を含む）であり、利用者が単身、家族が障害・疾病などのため、

本人や家族が家事を行うことが困難な場合に行われるものをいう。（生活援助は、本人の代行的

なサービスとして位置付けることができ、仮に、介護等を要する状態が解消されたとしたなら

ば、本人が自身で行うことが基本となる行為であるということができる。） 

※ 次のような行為は生活援助の内容に含まれないものであるので留意すること。 

  [1] 商品の販売・農作業等生業の援助的な行為 

  [2] 直接、本人の日常生活の援助に属しないと判断される行為 
 

 

２－０ サービス準備等 

〇 （サービス準備は、生活援助サービスを提供する際の事前準備等として行う行為であり、

状況に応じて以下のようなサービスを行うものである。） 
 

２－０－１ 健康チェック 

〇 利用者の安否確認、顔色等のチェック 
 

２－０－２ 環境整備 

〇 換気、室温・日あたりの調整等 
 

２－０－３ 相談援助、情報収集・提供 
 

２－０－４ サービスの提供後の記録等 
 
 

２－１ 掃除  

〇 居室内やトイレ、卓上等の清掃、ゴミ出し、準備・後片づけ 
 
 

２－２ 洗濯  

〇 洗濯機または手洗いによる洗濯、洗濯物の乾燥（物干し）、洗濯物の取り入れと収納、 

アイロンがけ 
 
 

２－３ ベッドメイク  

〇 利用者不在のベッドでのシーツ交換、布団カバーの交換等 
 
 

２－４ 衣類の整理・被服の補修 

〇 衣類の整理（夏・冬物等の入れ替え等）、被服の補修（ボタン付け、破れの補修等） 
 
 

２－５ 一般的な調理、配下膳  

〇 配膳、後片づけのみ、一般的な調理 
 
 

２－６ 買い物・薬の受け取り  

〇 日常品等の買い物（内容の確認、品物・釣り銭の確認を含む）、 薬の受け取り 

 



    

 60 

１２.訪問介護費を算定できるサービス行為について 

 
（１）身体介護 

【身体介護の要件】 

① 利用者の身体に直接接触して行う介助サービスである 

② 利用者が日常生活を営むのに必要な機能向上等のための介助である 

③ その他専門的知識・技術をもって行う利用者の日常生活上・社会生活上のためのサービス 

    ※ 社会福祉士法及び介護福祉士法の規定に基づく、自らの事業またはその一環として、

たんの吸引等の業務を行うための登録を受けている事業所が、指定訪問介護として行

う、たんの吸引等に係る報酬上の区分については「身体介護」として取り扱います 

 

≪訪問介護にはあたらないサービス（例）≫ 

内容 事例 理由 

リハビリ介助 ・医師や訪問看護事業所の

指示によりリハビリをし

ていた。 

「リハビリ」という区分はなし。 

訪問介護員が利用者に対してリハビリを促した

り、指導したりする行為は訪問介護員が行う業務

の範囲を超えている。 

※「訪問介護員等の散歩の同行」は、自立支援、

日常生活動作向上の観点から、安全を確保しつ

つ常時介助できる状態で行うものであって、利

用者の自立支援に資するものとしてケアプラン

に位置付けられるような場合については、老計

10 号別紙の「1-6 自立生活支援のための見守

り的援助」に該当するものと考えられることか

ら、保険者が個々の利用者の状況等に応じ必要

と求める場合において、訪問介護費の支給の対

象となりうる。 

・公園で歩行訓練をしてい

た 

・移動介助にあたらない、

リハビリ目的の歩行介助

をしていた 

マッサージ ・マッサージをしながら話

し相手をしていた。 

マッサージは訪問介護員の業務の範囲外。 

医行為 ・胃ろうの処置をしてい

た。 

→ 医行為については、 

（参考）医政発第 0726005 号「医師法第 17    

条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看

護師法第 31 条の解釈について」（通知：P69

に掲載）を参照のこと 

代読・代筆 ・全盲の利用者に対して代

読をしていた。 

代読・代筆は代行サービスであり、本人が行う行

為の介助ではないため、介護保険の訪問介護の対

象外。（障害者自立支援法によるサービスの利用

やボランティアの利用を検討してください。） 

利用者の安否

確認（見守

り） 

・家族が留守の間、安全確

保のため見守りをしてい

た（他の介助なし） 

訪問介護の内容が単なる本人の安否確認の場合に

は、訪問介護は算定できない。 

見守り、話し

相手 

・日中独居なので、居宅を

訪問し、話し相手をしな

がら見守りをした（他の

介助なし）。 

単なる見守りや話し相手をするだけでは、訪問介

護には該当しない。→自立生活支援のための見守

り的援助については、老計 10（P55 に記載）参照

のこと。 
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理美容 ・美容師免許を持っている

ヘルパーが理美容目的で

訪問し、30 分間髪のカ

ット等理美容を行い、訪

問介護費を算定 

理美容の実施については訪問介護サービスに該当

しない。（市町村の生活支援事業活用等の訪問理

美容サービスを検討してください。） 

外出介助 ・ドライブ・旅行に連れて

行き、訪問介護費を算定

した。 

ドライブ・旅行など、趣味嗜好のための外出介助

に介護保険の訪問介護を算定することはできな

い。 

・遠方のデパートへの買物

に連れて行き、訪問介護

費を算定した。 

遠方のデパートへの買物は、日常生活における介

護ではない。 

・その他の外出介助 適当 ：日常生活品の買物、通院、選挙、介護保

険施設等の見学 

不適当：盆踊り等の地域行事、散髪、冠婚葬祭、

通所事業所への送迎 

入退院の送迎 ・入退院に付き添っていた 原則、家族対応。 

                      
（２）生活援助 

「生活援助」とは単身又は家族等と同居している利用者が、家族等の障害、疾病等により、利

用者又は家族等が家事を行うことが困難であるものに対して、調理、洗濯、掃除等の家事の

援助を行うものをいいます。 （厚告１９別表 １注３） 

＜介護支援専門員が居宅サービス計画を作成する際の注意点＞ 

○ 居宅サービス計画に生活援助を位置付ける場合には、居宅サービス計画書に生活援助中心型

の算定理由その他やむを得ない事情の内容について記載しなければならない。身体介護を行

った後に引き続き、生活援助を行った場合（例えば身体１生活１）等についても、生活援助

の算定理由の記載が必要となります。 

○ 特に、同居家族がいる場合には、その家族が家事を行うことが困難である障害、疾病等を明

確にしておくこと 

 ※ なお、利用者の家族が障害や疾病でなくても、その他の事情により家事が困難な場合、生活援助が利

用できる場合があります。例えば、家族が高齢で筋力が低下していて、行うのが難しい家事がある

場合や、家族が介護疲れで共倒れ等の深刻な問題が起きてしまうおそれがある場合、家族が仕事で

不在のときに、行わなくては日常生活に支障がある場合などがあります。 
 

⇒【生活援助の要件】 

 ① 「直接利用者本人の援助」に該当すること 

・ 利用者に対する援助であり、家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であると

判断される行為は対象外。 

・ 生活援助であっても、利用者の安全確認を行いながら行うものであり、本人が不在のまま

サービスを提供することはできない。 

② 「日常生活の援助」に該当すること 

・ 日常的に行われる家事の範囲を超える行為は対象外。 

・ 訪問介護員が行わなくても、日常生活を営むのに支障が生じないと判断される行為は対

象外。 

・ 商品の販売や農作業等の生業の援助的な行為は対象外。 

    ※厚生省通知 老振 76「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」参照 
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【介護保険の訪問介護費を算定できない事例】 

事例 理由等 

利用者が外出している時間帯や入院中に、本人

不在の居宅を訪問しての掃除等 
本人不在のままのサービス提供 

利用者以外の家族等に係る調理、買物、掃除や

自家用車の洗車・清掃 

家族の利便に供する行為又は家族が行うことが

適当である行為 

ペットの世話、草むしり、花木の水やり、落ち

葉掃き 

訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに

支障が生じない行為 

日常の生活では行わない大掃除、家具の移動、

窓のガラス磨き、床のワックスがけ、模様替

え、園芸、正月等のために特別手間をかけて行

う調理 

日常的に行われる家事の範囲を超える行為 

来客の応接 主として家族が行うことが適当である行為 

暗証番号を聞いてキャッシュカードを預かり、

訪問介護員が１人で銀行において依頼額の現金

を引き出していた。 

（本人が銀行に出向き、引き出す行為の介助で

あれば身体介護の外出介助として可） 

訪問介護員が利用者のキャッシュカードの暗証

番号を知りえてしまうため不適切。 

配食サービス 配食サービスは、保険給付の範囲外。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

☆ サービス提供責任者は、利用者やその家族が上記の内容を希望した場合には、利用者やそ

の家族に対して、介護保険の訪問介護としてのサービス対象外であることを十分に説明す

ることが必要です。 

☆ 利用者の状況により、訪問介護サービスの範囲となるか否か判断がつきかねる場合には、

サービス提供を行う前に保険者に相談しましょう。 

☆ 介護保険給付の対象外となるサービスの希望があった場合、介護支援専門員に相談するよ

う利用者に説明するとともに、介護支援専門員に連絡しましょう。 

☆ サービス提供責任者は、訪問介護員に対し、研修等を通じて訪問介護サービスの対象とな

る範囲やサービス提供記録の記載方法等を指導することが必要です。 



藤沢市　介護予防訪問型サービスⅠ　サービスコード表　（令和４年度介護報酬改定対応　２０２２年１０月１日　版）

種類 項目

1111 訪問型独自サービスⅠ　　　　　　　　　　　　 1176 １月につき

2111 訪問型独自サービスⅠ日割 39 １日につき

1211 訪問型独自サービスⅡ 2349 １月につき

2211 訪問型独自サービスⅡ日割 77 １日につき

1321 訪問型独自サービスⅢ 3727 １月につき

2321 訪問型独自サービスⅢ日割 123 １日につき

6001 １月につき

8000 １月につき

8001 １日につき

8100 １月につき

8101 １日につき

8110 １月につき

8111 １日につき

4001 200 １月につき

4003 100

4002 200

6269

6270

6271

6278

6279

6281 訪問型独自サービスベースアップ等支援加算 　ヲ　介護職員等ベースアップ等支援加算

（注１）本改定における新設は青色で表示しています。

（注２）同一建物減算、処遇改善加算、特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算、特別地域加算及び中山間地域に係る加算は、介護予防訪問型サービスⅠ及びⅡで共通して使用する

コードです。

訪問型独自サービス特定処遇改善加算Ⅰ 　ル　介護職員等特定処遇改善加算 (1)　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数の63/1000 加算

訪問型独自サービス特定処遇改善加算Ⅱ (2)　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数の42/1000 加算

所定単位数の24/1000 加算

訪問型独自サービス処遇改善加算Ⅰ 　ヌ　介護職員処遇改善加算 (1)　介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数の137/1000 加算

訪問型独自サービス処遇改善加算Ⅱ (2)　介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数の100/1000 加算

訪問型独自サービス処遇改善加算Ⅲ (3)　介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位数の 55/1000 加算

所定単位数の　   ５％　加算

訪問型独自サービス中山間地域等加算日割 所定単位数の　   ５％　加算

訪問型独自サービス生活機能向上連携加算Ⅰ 　リ　生活機能向上連携加算 (1)　生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００　単位加算

訪問型独自サービス生活機能向上連携加算Ⅱ (2)　生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００　単位加算

所定単位数の　１０％　減算

訪問型独自サービス初回加算 　チ　初回加算 ２００　単位加算

訪問型独自サービス特別地域加算 　特別地域加算 所定単位数の　１５％　加算

訪問型独自サービス特別地域加算日割 所定単位数の　１５％　加算

訪問型独自サービス小規模事業所加算 　中山間地域等における小規模事業所加算 所定単位数の　１０％　加算

訪問型独自サービス小規模事業所加算日割 所定単位数の　１０％　加算

訪問型独自サービス中山間地域等提供加算 　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

A2

Ⅰ

　イ　訪問型サービス費（独自）（Ⅰ） 事業対象者・要支援１・要支援２

（週１回程度）

1176単位

39単位

　ロ　訪問型サービス費（独自）（Ⅱ） 事業対象者・要支援１・要支援２

（週２回程度）

2349単位

77単位

　ハ　訪問型サービス費（独自）（Ⅲ） 要支援２

（週２回を超える程度）

3727単位

123単位

訪問型独自サービス同一建物減算 　事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20人以上にサービスを行う場合

藤沢市地域単価　４級地（10.84円）

サービスコード
サービス内容略称 算　定　単　位

合成

単位数
算定単位

63



藤沢市　介護予防訪問型サービスⅡ　サービスコード表　（令和４年度介護報酬改定対応　２０２２年１０月１日　版）

種類 項目

1121 訪問型独自サービスⅠ／２ 1058 １月につき

2121 訪問型独自サービスⅠ／２日割 35 １日につき

1221 訪問型独自サービスⅡ／２ 2114 １月につき

2221 訪問型独自サービスⅡ／２日割 69 １日につき

1331 訪問型独自サービスⅢ／２ 3354 １月につき

2331 訪問型独自サービスⅢ／２日割 111 １日につき

4011 200 １月につき

4013 100

4012 200

藤沢市地域単価　４級地（10.84円）

サービスコード
サービス内容略称 算　定　単　位

合成

単位数
算定単位

Ａ２

Ⅱ

　イ　訪問型サービス費（独自）（Ⅰ） 事業対象者・要支援１・要支援２

（週１回程度）

1058単位

35単位

　ロ　訪問型サービス費（独自）（Ⅱ） 事業対象者・要支援１・要支援２

（週２回程度）

2114単位

69単位

　ハ　訪問型サービス費（独自）（Ⅲ） 要支援２

（週２回を超える程度）

3354単位

111単位

訪問型独自サービス初回加算／２ 　チ　初回加算 ２００　単位加算

（注）同一建物減算、処遇改善加算、特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算、特別地域加算及び中山間地域に係る加算を算定する場合は、介護予防訪問型サービスⅠのサービスコード

表に記載のコードを使用してください。

訪問型独自サービス生活機能向上連携加算Ⅰ／２ 　リ　生活機能向上連携加算 (1)　生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００　単位加算

訪問型独自サービス生活機能向上連携加算Ⅱ／２ (2)　生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００　単位加算
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訪問型サービスA（緩和した基準による）サービスコード表　　　令和元年10月1日版

種類 項目 給付率

A3 1001 訪問型サービスA（30分未満1回） 90% 140

A3 1002 訪問型サービスA（30分未満2回） 90% 280

A3 1003 訪問型サービスA（30分未満3回） 90% 420

A3 1004 訪問型サービスA（30分未満4回） 90% 560

A3 1005 訪問型サービスA（30分未満5回） 90% 700

A3 1006 訪問型サービスA（30分未満6回） 90% 840

A3 1031 訪問型サービスA（60分未満1回） 90% 235

A3 1032 訪問型サービスA（60分未満2回） 90% 470

A3 1033 訪問型サービスA（60分未満3回） 90% 705

A3 1034 訪問型サービスA（60分未満4回） 90% 940

A3 1051 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満1回） 90% 375

A3 1052 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満2回） 90% 610

A3 1053 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満3回） 90% 845

A3 1054 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満1回） 90% 515

A3 1055 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満2回） 90% 750

A3 1056 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満1回） 90% 655

A3 1057 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満2回） 90% 890

A3 1058 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満1回） 90% 795

A3 1059 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満1回） 90% 935

A3 1081 訪問型サービスA（30分未満7回） 90% 980

A3 1082 訪問型サービスA（30分未満8回） 90% 1120

A3 1083 訪問型サービスA（30分未満9回） 90% 1260

A3 1084 訪問型サービスA（30分未満10回） 90% 1400

A3 1085 訪問型サービスA（30分未満11回） 90% 1540

A3 1086 訪問型サービスA（30分未満12回） 90% 1680

A3 1087 訪問型サービスA（30分未満13回） 90% 1820

A3 1111 訪問型サービスA（60分未満5回） 90% 1175

A3 1112 訪問型サービスA（60分未満6回） 90% 1410

A3 1113 訪問型サービスA（60分未満7回） 90% 1645

A3 1114 訪問型サービスA（60分未満8回） 90% 1880

A3 1131 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満4回） 90% 1080

A3 1132 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満5回） 90% 1315

A3 1133 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満6回） 90% 1550

A3 1134 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満7回） 90% 1785

A3 1135 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満3回） 90% 985

A3 1136 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満4回） 90% 1220

A3 1137 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満5回） 90% 1455

A3 1138 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満6回） 90% 1690

A3 1139 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満3回） 90% 1125

A3 1140 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満4回） 90% 1360

A3 1141 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満5回） 90% 1595

A3 1142 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満6回） 90% 1830

A3 1143 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満2回） 90% 1030

A3 1144 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満3回） 90% 1265

A3 1145 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満4回） 90% 1500

A3 1146 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満5回） 90% 1735

A3 1147 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満2回） 90% 1170

A3 1148 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満3回） 90% 1405

A3 1149 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満4回） 90% 1640

A3 1150 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満5回） 90% 1875

A3 1151 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満1回） 90% 1075

A3 1152 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満2回） 90% 1310

A3 1153 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満3回） 90% 1545

A3 1154 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満4回） 90% 1780

A3 1155 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満1回） 90% 1215

A3 1156 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満2回） 90% 1450

A3 1157 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満3回） 90% 1685

A3 1158 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満1回） 90% 1355

A3 1159 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満2回） 90% 1590

A3 1160 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満3回） 90% 1825

A3 1161 訪問型サービスA（30分未満9回・60分未満1回） 90% 1495

A3 1162 訪問型サービスA（30分未満9回・60分未満2回） 90% 1730

A3 1163 訪問型サービスA（30分未満10回・60分未満1回） 90% 1635

A3 1164 訪問型サービスA（30分未満10回・60分未満2回） 90% 1870

A3 1165 訪問型サービスA（30分未満11回・60分未満1回） 90% 1775

A3 1281 訪問型サービスA（初回加算） 90% 200

消費税増税に伴うＡ３コードの改定により、サービス単位数を変更しています。

サービスコード
サービス内容略称 算定項目 合成単位数 算定単位

要支援2

（６0分未満サービスのみを利

用）

要支援2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）

訪問型サービスA費

（緩和した基準）

1月につき

※１単位

＝10.00

円

１割負担

要支援2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）

初回加算　２００単位加算

訪問型サービスA費

（緩和した基準）

事業対象者・要支援1・2

（30分未満サービスのみを利

用）

1月につき

※１単位

＝10.00

円

事業対象者・要支援1・2

（６0分未満サービスのみを利

用）

事業対象者・要支援1・2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）

要支援2

（30分未満サービスのみを利

用）
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訪問型サービスA（緩和した基準による）サービスコード表　　　令和元年10月1日版

種類 項目 給付率

A3 1301 訪問型サービスA（30分未満1回） 80% 140

A3 1302 訪問型サービスA（30分未満2回） 80% 280

A3 1303 訪問型サービスA（30分未満3回） 80% 420

A3 1304 訪問型サービスA（30分未満4回） 80% 560

A3 1305 訪問型サービスA（30分未満5回） 80% 700

A3 1306 訪問型サービスA（30分未満6回） 80% 840

A3 1331 訪問型サービスA（60分未満1回） 80% 235

A3 1332 訪問型サービスA（60分未満2回） 80% 470

A3 1333 訪問型サービスA（60分未満3回） 80% 705

A3 1334 訪問型サービスA（60分未満4回） 80% 940

A3 1351 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満1回） 80% 375

A3 1352 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満2回） 80% 610

A3 1353 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満3回） 80% 845

A3 1354 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満1回） 80% 515

A3 1355 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満2回） 80% 750

A3 1356 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満1回） 80% 655

A3 1357 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満2回） 80% 890

A3 1358 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満1回） 80% 795

A3 1359 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満1回） 80% 935

A3 1381 訪問型サービスA（30分未満7回） 80% 980

A3 1382 訪問型サービスA（30分未満8回） 80% 1120

A3 1383 訪問型サービスA（30分未満9回） 80% 1260

A3 1384 訪問型サービスA（30分未満10回） 80% 1400

A3 1385 訪問型サービスA（30分未満11回） 80% 1540

A3 1386 訪問型サービスA（30分未満12回） 80% 1680

A3 1387 訪問型サービスA（30分未満13回） 80% 1820

A3 1411 訪問型サービスA（60分未満5回） 80% 1175

A3 1412 訪問型サービスA（60分未満6回） 80% 1410

A3 1413 訪問型サービスA（60分未満7回） 80% 1645

A3 1414 訪問型サービスA（60分未満8回） 80% 1880

A3 1431 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満4回） 80% 1080

A3 1432 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満5回） 80% 1315

A3 1433 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満6回） 80% 1550

A3 1434 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満7回） 80% 1785

A3 1435 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満3回） 80% 985

A3 1436 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満4回） 80% 1220

A3 1437 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満5回） 80% 1455

A3 1438 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満6回） 80% 1690

A3 1439 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満3回） 80% 1125

A3 1440 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満4回） 80% 1360

A3 1441 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満5回） 80% 1595

A3 1442 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満6回） 80% 1830

A3 1443 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満2回） 80% 1030

A3 1444 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満3回） 80% 1265

A3 1445 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満4回） 80% 1500

A3 1446 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満5回） 80% 1735

A3 1447 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満2回） 80% 1170

A3 1448 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満3回） 80% 1405

A3 1449 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満4回） 80% 1640

A3 1450 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満5回） 80% 1875

A3 1451 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満1回） 80% 1075

A3 1452 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満2回） 80% 1310

A3 1453 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満3回） 80% 1545

A3 1454 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満4回） 80% 1780

A3 1455 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満1回） 80% 1215

A3 1456 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満2回） 80% 1450

A3 1457 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満3回） 80% 1685

A3 1458 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満1回） 80% 1355

A3 1459 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満2回） 80% 1590

A3 1460 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満3回） 80% 1825

A3 1461 訪問型サービスA（30分未満9回・60分未満1回） 80% 1495

A3 1462 訪問型サービスA（30分未満9回・60分未満2回） 80% 1730

A3 1463 訪問型サービスA（30分未満10回・60分未満1回） 80% 1635

A3 1464 訪問型サービスA（30分未満10回・60分未満2回） 80% 1870

A3 1465 訪問型サービスA（30分未満11回・60分未満1回） 80% 1775

A3 1581 訪問型サービスA（初回加算） 80% 200

消費税増税に伴うＡ３コードの改定により、サービス単位数を変更しています。

２割負担

サービスコード
サービス内容略称 算定項目 合成単位数 算定単位

訪問型サービスA費

（緩和した基準）

事業対象者・要支援1・2

（30分未満サービスのみを利

用）

1月につき

※１単位

＝10.00

円

事業対象者・要支援1・2

（６0分未満サービスのみを利

用）

事業対象者・要支援1・2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）

要支援2

（30分未満サービスのみを利

用）

訪問型サービスA費

（緩和した基準）

1月につき

※１単位

＝10.00

円

要支援2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）

初回加算　２００単位加算

要支援2

（６0分未満サービスのみを利

用）

要支援2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）
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訪問型サービスA（緩和した基準による）サービスコード表　　　令和元年10月1日版

種類 項目 給付率

A3 1601 訪問型サービスA（30分未満1回） 70% 140

A3 1602 訪問型サービスA（30分未満2回） 70% 280

A3 1603 訪問型サービスA（30分未満3回） 70% 420

A3 1604 訪問型サービスA（30分未満4回） 70% 560

A3 1605 訪問型サービスA（30分未満5回） 70% 700

A3 1606 訪問型サービスA（30分未満6回） 70% 840

A3 1631 訪問型サービスA（60分未満1回） 70% 235

A3 1632 訪問型サービスA（60分未満2回） 70% 470

A3 1633 訪問型サービスA（60分未満3回） 70% 705

A3 1634 訪問型サービスA（60分未満4回） 70% 940

A3 1651 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満1回） 70% 375

A3 1652 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満2回） 70% 610

A3 1653 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満3回） 70% 845

A3 1654 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満1回） 70% 515

A3 1655 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満2回） 70% 750

A3 1656 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満1回） 70% 655

A3 1657 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満2回） 70% 890

A3 1658 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満1回） 70% 795

A3 1659 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満1回） 70% 935

A3 1681 訪問型サービスA（30分未満7回） 70% 980

A3 1682 訪問型サービスA（30分未満8回） 70% 1120

A3 1683 訪問型サービスA（30分未満9回） 70% 1260

A3 1684 訪問型サービスA（30分未満10回） 70% 1400

A3 1685 訪問型サービスA（30分未満11回） 70% 1540

A3 1686 訪問型サービスA（30分未満12回） 70% 1680

A3 1687 訪問型サービスA（30分未満13回） 70% 1820

A3 1711 訪問型サービスA（60分未満5回） 70% 1175

A3 1712 訪問型サービスA（60分未満6回） 70% 1410

A3 1713 訪問型サービスA（60分未満7回） 70% 1645

A3 1714 訪問型サービスA（60分未満8回） 70% 1880

A3 1731 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満4回） 70% 1080

A3 1732 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満5回） 70% 1315

A3 1733 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満6回） 70% 1550

A3 1734 訪問型サービスA（30分未満1回・60分未満7回） 70% 1785

A3 1735 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満3回） 70% 985

A3 1736 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満4回） 70% 1220

A3 1737 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満5回） 70% 1455

A3 1738 訪問型サービスA（30分未満2回・60分未満6回） 70% 1690

A3 1739 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満3回） 70% 1125

A3 1740 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満4回） 70% 1360

A3 1741 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満5回） 70% 1595

A3 1742 訪問型サービスA（30分未満3回・60分未満6回） 70% 1830

A3 1743 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満2回） 70% 1030

A3 1744 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満3回） 70% 1265

A3 1745 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満4回） 70% 1500

A3 1746 訪問型サービスA（30分未満4回・60分未満5回） 70% 1735

A3 1747 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満2回） 70% 1170

A3 1748 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満3回） 70% 1405

A3 1749 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満4回） 70% 1640

A3 1750 訪問型サービスA（30分未満5回・60分未満5回） 70% 1875

A3 1751 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満1回） 70% 1075

A3 1752 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満2回） 70% 1310

A3 1753 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満3回） 70% 1545

A3 1754 訪問型サービスA（30分未満6回・60分未満4回） 70% 1780

A3 1755 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満1回） 70% 1215

A3 1756 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満2回） 70% 1450

A3 1757 訪問型サービスA（30分未満7回・60分未満3回） 70% 1685

A3 1758 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満1回） 70% 1355

A3 1759 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満2回） 70% 1590

A3 1760 訪問型サービスA（30分未満8回・60分未満3回） 70% 1825

A3 1761 訪問型サービスA（30分未満9回・60分未満1回） 70% 1495

A3 1762 訪問型サービスA（30分未満9回・60分未満2回） 70% 1730

A3 1763 訪問型サービスA（30分未満10回・60分未満1回） 70% 1635

A3 1764 訪問型サービスA（30分未満10回・60分未満2回） 70% 1870

A3 1765 訪問型サービスA（30分未満11回・60分未満1回） 70% 1775

A3 1881 訪問型サービスA（初回加算） 70% 200

消費税増税に伴うＡ３コードの改定により、サービス単位数を変更しています。

３割負担

サービスコード
サービス内容略称 算定項目 合成単位数 算定単位

訪問型サービスA費

（緩和した基準）

1月につき

※１単位

＝10.00

円

要支援2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）

初回加算　２００単位加算

訪問型サービスA費

（緩和した基準）

事業対象者・要支援1・2

（30分未満サービスのみを利

用）

1月につき

※１単位

＝10.00

円

事業対象者・要支援1・2

（６0分未満サービスのみを利

用）

事業対象者・要支援1・2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）

要支援2

（30分未満サービスのみを利

用）

要支援2

（６0分未満サービスのみを利

用）

要支援2

（30分未満・60分未満を

組み合わせて利用）
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■ 同意欄 

記入日：平成　　　年　　　月　　　日（　　　） 

バスや電車で1人で外出していますか 

日用品の買い物をしていますか 

預貯金の出し入れをしていますか 

友人の家を訪ねていますか 

家族や友人の相談にのっていますか 

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか 

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか 

15分位続けて歩いていますか 

この1年間に転んだことがありますか 

転倒に対する不安は大きいですか 

6ヶ月間で2～3kg以上の体重減少がありましたか 

身長　　　　　cm　　　体重　　　　　kg　　　（BMI＝　　　　　） 

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか 

お茶や汁物等でむせることがありますか 

口の渇きが気になりますか 

週に1回以上は外出していますか 

昨年と比べて外出の回数が減っていますか 

周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われますか 

自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか 

今日が何月何日かわからない時がありますか 

(ここ2週間)毎日の生活に充実感がない 

(ここ2週間)これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった 

(ここ2週間)以前は楽にできていたことが今ではおっくうに感じられる 

(ここ2週間)自分が役に立つ人間だと思えない 

(ここ2週間)わけもなく疲れたような感じがする 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25

０. はい 

０. はい 

０. はい 

０. はい 

０. はい 

０. はい 

０. はい 

０. はい 

１. はい 

１. はい 

１. はい 

 

１. はい 

１. はい 

１. はい 

０. はい 

１. はい 

１. はい 

０. はい 

１. はい 

１. はい 

１. はい 

１. はい 

１. はい 

１. はい 

１. いいえ 

１. いいえ 

１. いいえ 

１. いいえ 

１. いいえ 

１. いいえ 

１. いいえ 

１. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

 

０. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

１. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

１. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

０. いいえ 

No. 質問項目 回答： 

本 人 控 え 

事業対象者氏名 印 

閉じこもり 認知機能 うつ 事業対象 口腔 低栄養 運動 日常生活動作 

非該当 該当 

いずれかに○を 
お付けください 

（注）BMI＝体重（kg）÷身長（m）÷身長（m）が18.5未満の場合に該当とする 

被保険者NO.
受付者 介護　・　高齢　・　包括 

/20

/5

/2

/3

/2

/3

/5

（注） 

介護予防 
ケアマネジメント 
依頼届出書の提出 

有 

無 

基本チェックリスト 

（自署の場合は押印を省略できます） 

　介護予防・日常生活支援総合事業の適用期間中は、藤沢市で保管する当該事業に必要な情報及び当該
事業の適正な運営を確保するため藤沢市が保管する国民健康保険被保険者番号及び後期高齢者医療被保
険者番号並びに医療保険における給付内容等の情報を、藤沢市長が利用することに同意します。 
　なお、介護予防ケアプランの作成等当該事業の適切な運営のために必要があるときは、基本チェック
リストの内容・結果を、地域包括支援センター及び当該地域包括支援センターと委託契約した居宅介護
支援事業所、事業実施団体に提供することに同意します。 

氏名 

住所 認定 藤沢市 

生年月日 年　　　 月　　　 日生 
フリガナ T 

S

あり　 なし 　申請中 　同時 

0 0 0
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医政発 1201 第４号 

令和４年 12 月１日 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省医政局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 
 

医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条の解釈について

（その２） 

 
 

医師、歯科医師、看護師等の免許を有さない者による医業（歯科医業を含む。以下同じ。）

は、医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条その他の関係法

規によって禁止されている。ここにいう「医業」とは、当該行為を行うに当たり、医師の

医学的判断及び技術をもってするのでなければ人体に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすお

それのある行為（医行為）を、反復継続する意思をもって行うことであると解している。 

ある行為が医行為であるか否かについては、個々の行為の態様に応じ個別具体的に判断

する必要があるが、介護現場等において医行為であるか否かについて判断に疑義が生じる

ことの多い行為であって原則として医行為でないと考えられるもの等については、これま

で、「医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条の解釈につい

て（通知）」（平成 17 年７月 26 日付け医政発第 0726005 号厚生労働省医政局長通知。以

下「平成 17 年通知」という。）等においてお示ししてきたところである。 

今般、規制改革実施計画（令和２年７月 17 日閣議決定）において、平成 17 年通知に記

載のない行為のうち、介護現場で実施されることが多いと考えられる行為を中心に、医行

為ではないと考えられる行為を整理し、周知した上で、介護職員がそれらの行為を安心し

て行えるよう、ケアの提供体制について本人、家族、介護職員、看護職員、主治医等が事

前に合意するプロセスを明らかにすることとされた。 

これを踏まえ、医療機関以外の介護現場で実施されることが多いと考えられる行為であ

って、原則として医行為ではないと考えられるもの及び当該行為を介護職員が行うに当た

っての患者や家族、医療従事者等との合意形成や協力に関する事項について別紙のとおり

列挙したので、医師、看護師等の医療に関する免許を有しない者が行うことが適切か否か

判断する際や、ケアの提供体制について検討する際の参考とされたい。 

なお、本通知については、厚生労働省社会・援護局及び老健局と調整済みである。また、

当然のこととして、医行為に該当しない行為についても、高齢者介護の現場等において安

全に行われるべきものであり、また、行為の実施に当たっては、患者の状態を踏まえ、医

師、歯科医師又は看護職員と連携することや、必要に応じてマニュアルの作成や医療従事

者による研修を行うことが適当であることを申し添える。 
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（別紙） 

（在宅介護等の介護現場におけるインスリンの投与の準備・片付け関係） 

１ 在宅介護等の介護現場におけるインスリン注射の実施に当たって、あらかじめ医師か

ら指示されたタイミングでの実施の声かけ、見守り、未使用の注射器等の患者への手渡

し、使い終わった注射器の片付け（注射器の針を抜き、処分する行為を除く。）及び記

録を行うこと。 

２ 在宅介護等の介護現場におけるインスリン注射の実施に当たって、患者が血糖測定及

び血糖値の確認を行った後に、介護職員が、当該血糖値があらかじめ医師から指示され

たインスリン注射を実施する血糖値の範囲と合致しているかを確認すること。 

３ 在宅介護等の介護現場におけるインスリン注射の実施に当たって、患者が準備したイ

ンスリン注射器の目盛りが、あらかじめ医師から指示されたインスリンの単位数と合っ

ているかを読み取ること。 

 （血糖測定関係） 

４ 患者への持続血糖測定器のセンサーの貼付や当該測定器の測定値の読み取りといった、

血糖値の確認を行うこと。 

（経管栄養関係） 

５ 皮膚に発赤等がなく、身体へのテープの貼付に当たって専門的な管理を必要としない

患者について、既に患者の身体に留置されている経鼻胃管栄養チューブを留めているテ

ープが外れた場合や、汚染した場合に、あらかじめ明示された貼付位置に再度貼付を行

うこと。 

６ 経管栄養の準備（栄養等を注入する行為を除く。）及び片付け（栄養等の注入を停止

する行為を除く。）を行うこと。なお、以下の３点については医師又は看護職員が行う

こと。 

① 鼻からの経管栄養の場合に、既に留置されている栄養チューブが胃に挿入されてい

るかを確認すること。 

② 胃ろう・腸ろうによる経管栄養の場合に、び爛や肉芽など胃ろう・腸ろうの状態に

問題がないことを確認すること。 

③ 胃・腸の内容物をチューブから注射器でひいて、性状と量から胃や腸の状態を確認

し、注入内容と量を予定通りとするかどうかを判断すること。 

 （喀痰吸引関係） 

７ 吸引器に溜まった汚水の廃棄や吸引器に入れる水の補充、吸引チューブ内を洗浄する

目的で使用する水の補充を行うこと。 

（在宅酸素療法関係） 

８ 在宅酸素療法を実施しており、患者が援助を必要としている場合であって、患者が酸

素マスクや経鼻カニューレを装着していない状況下における、あらかじめ医師から指示

された酸素流量の設定、酸素を流入していない状況下における、酸素マスクや経鼻カニ

ューレの装着等の準備や、酸素離脱後の片付けを行うこと。ただし、酸素吸入の開始（流

入が開始している酸素マスクや経鼻カニューレの装着を含む。）や停止（吸入中の酸素

マスクや経鼻カニューレの除去を含む。）は医師、看護職員又は患者本人が行うこと。 

９ 在宅酸素療法を実施するに当たって、酸素供給装置の加湿瓶の蒸留水を交換する、機

器の拭き取りを行う等の機械の使用に係る環境の整備を行うこと。 
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10 在宅人工呼吸器を使用している患者の体位変換を行う場合に、医師又は看護職員の立

会いの下で、人工呼吸器の位置の変更を行うこと。 

（膀胱留置カテーテル関係） 

11 膀胱留置カテーテルの蓄尿バックからの尿廃棄（ＤＩＢキャップの開閉を含む。）を

行うこと。 

12 膀胱留置カテーテルの蓄尿バックの尿量及び尿の色の確認を行うこと。 

13 膀胱留置カテーテル等に接続されているチューブを留めているテープが外れた場合に、

あらかじめ明示された貼付位置に再度貼付を行うこと。 

14 専門的管理が必要無いことを医師又は看護職員が確認した場合のみ、膀胱留置カテー

テルを挿入している患者の陰部洗浄を行うこと。 

 （服薬等介助関係） 

15 患者の状態が以下の３条件を満たしていることを医師、歯科医師又は看護職員が確認

し、これらの免許を有しない者による医薬品の使用の介助ができることを本人又は家族

等に伝えている場合に、事前の本人又は家族等の具体的な依頼に基づき、医師の処方を

受け、あらかじめ薬袋等により患者ごとに区分し授与された医薬品について、医師又は

歯科医師の処方及び薬剤師の服薬指導の上、看護職員の保健指導・助言を遵守した医薬

品の使用を介助すること。具体的には、水虫や爪白癬にり患した爪への軟膏又は外用液

の塗布（褥瘡の処置を除く。）、吸入薬の吸入及び分包された液剤の内服を介助するこ

と。 

① 患者が入院・入所して治療する必要がなく容態が安定していること 

② 副作用の危険性や投薬量の調整等のため、医師又は看護職員による連続的な容態

の経過観察が必要である場合ではないこと 

③ 内用薬については誤嚥の可能性など、当該医薬品の使用の方法そのものについて

専門的な配慮が必要な場合ではないこと 

 （血圧等測定関係） 

16 新生児以外の者であって入院治療の必要ないものに対して、動脈血酸素飽和度を測定

するため、パルスオキシメーターを装着し、動脈血酸素飽和度を確認すること。 

17 半自動血圧測定器（ポンプ式を含む。）を用いて血圧を測定すること。 

（食事介助関係） 

18 食事（とろみ食を含む。）の介助を行うこと。 

 （その他関係） 

19 有床義歯（入れ歯）の着脱及び洗浄を行うこと。 
 

注１ 在宅酸素療法を実施するに当たって、酸素流入中の酸素マスクや経鼻カニューレが

ずれ、次のいずれかに該当する患者が一時的に酸素から離脱（流入量の減少を含む。）

したことが見込まれる場合に、当該酸素マスクや経鼻カニューレを元の位置に戻すこと

も、原則として、医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条

の規制の対象とする必要がないものであると考えられる。 

・ 肢体不自由等により、自力で酸素マスクや経鼻カニューレを戻すことが困難であ

る患者 

・ 睡眠中や意識がない状態で、自力で酸素マスクや経鼻カニューレを戻すことが困

難である患者 
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注２ 前記１から19まで及び注１に掲げる行為は、原則として医行為又は医師法第17条、

歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の規制の対象とする必要があるも

のでないと考えられるものであるが、病状が不安定であること等により専門的な管理が

必要な場合には、医行為であるとされる場合もあり得る。このため、介護サービス事業

者等はサービス担当者会議の開催時等に、必要に応じて、医師、歯科医師又は看護職員

に対して、そうした専門的な管理が必要な状態であるかどうか確認することが考えられ

る。さらに、病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、医師、歯科医師又は看護職

員に連絡を行う等の必要な措置を速やかに講じる必要がある。 

また、前記１から４までに掲げる行為については、患者の血糖値や食事摂取量等が不

安定でないことが必要である。 

さらに、前記２、４、16 及び 17 に掲げる行為によって測定された数値を基に投薬の

要否など医学的な判断を行うことは医行為であり、事前に示された数値の範囲外の異常

値が測定された場合には医師、歯科医師又は看護職員に報告するべきものである。 

 

注３ 前記１から 19 まで及び注１に掲げる行為は原則として医行為又は医師法第 17 条、

歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条の規制の対象とする必要があるも

のではないと考えられるものであるが、その実施に当たっては、当然ながら患者本人や

家族に対して分かりやすく、適切な説明を行うとともに、介護職員等の実施する行為に

ついて患者本人や家族が相談を行うことができる環境作りに努めることが望ましい。ま

た、必要に応じて、注２のサービス担当者会議の開催時等に医師、歯科医師又は看護職

員に相談する、必要に応じて書面等で指示を受ける、ケアの実施後に医師、歯科医師又

は看護職員に報告を行う等して適切に連携することが望ましい。 

 

注４ 前記１から 19 まで及び注 1 に掲げる行為は原則として医行為又は医師法第 17 条、

歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条の規制の対象とする必要があるも

のではないと考えられるものであるが、業として行う場合には実施者に対して一定の研

修や訓練が行われることが望ましいことは当然であり、介護サービス等の場で就労する

者の研修の必要性を否定するものではない。 

また、介護サービスの事業者等は、事業遂行上、安全にこれらの行為が行われるよう

監督することが求められる。 

 

注５ 今回の整理はあくまでも医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法等の解釈に関

するものであり、事故が起きた場合の刑法、民法等の法律の規定による刑事上・民事上

の責任は別途判断されるべきものである。 

 

注６ 前記１から 19 まで及び注 1に掲げる行為について、看護職員による実施計画が立て

られている場合は、具体的な手技や方法をその計画に基づいて行うとともに、その結果

について報告、相談することにより密接な連携を図るべきである。前記 15 に掲げる服薬

等の介助が福祉施設等において行われる場合には、看護職員によって実施されることが

望ましく、また、その配置がある場合には、その指導の下で実施されるべきである。 
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